
独立行政法人林木育種センターの中期目標

期間に係る業務の実績に関する評価結果

農林水産省独立行政法人評価委員会



１ 総合評価の評定

（Ａ）： 中期目標に対して概ね順調に推移している。

農林水産省独立行政法人評価委員会（以下「委員会」という。）が、独立

行政法人林木育種センター（以下「センター」という。）の中期目標期間の

業務の実績について、「独立行政法人林木育種センター及び独立行政法人森

林総合研究所の業務の実績に関する評価基準」により、中期目標の達成度合

いを客観的に判断するため評価単位を設定し、取り組むべき課題の達成状況

を評価し、その結果を基本として総合評価を行ったところ、中期目標に対し

て概ね順調に推移していると判断されたことから、上記の評価結果（Ａ）と

した。

なお、評価は、設定した評価単位ごとに、センターが行った自己評価結果

の提出・説明を受け、当該資料の調査・分析を基本として行った。

２ 大項目の評定

「業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」、「国民に

対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置」、「予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計

画」、「その他主務省令で定める業務運営に関する事項」の各項目について、

何れも中期計画に対して概ね順調に推移していると判断されたことから（Ａ）

と評価した。

３ 業務運営に対する総括的な意見

センターの業務運営の改善に資するため、委員会は以下のような意見を述

べた。

(1) 目標に沿って業務が着実に実施され、それぞれの項目について優れた成

果が得られたことは評価できる。

(2) また、センターの担うべき役割を最大限に発揮できる組織作りに努め、

確実に成果を上げている。

(3) 今後とも、より戦略的な目標設定に努め、役職員が一丸となってその達

成に向けて邁進するとともに、センターの行う業務やその成果が、国民に

わかりやすい形で広報・普及されることを期待する。



中期目標期間に係る業務実績評価

〔林木育種センター分〕

・ 評価単位の評価シート

評価単位ごとに法人が作成し分科会に提出された評価シートであり、委員会はこれ

らを分析・調査した上で評定を行うとともに必要に応じコメントを付している。

・ 大項目の評価シート

各大項目に係る評価単位の評定を基礎として、大項目ごとに評定を行うとともに必

要に応じコメントを付している。

・ 総合評価の評価シート

全評価単位の評定を基礎として、総合評価を行うとともに必要に応じコメントを付

している。

・ 補足資料

委員会から林木育種センターに対して補足説明を求めて得た情報である。
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 業務運営の効率化に関する事項

中期目標中項目 業務の効率化

評価単位 業務の効率化
①

この項目では、運営費交付金を充当して行う事業について、中期目標の期間（平
成１３～１７年度。以下同じ。）中、人件費を除き、毎年度平均で少なくとも前年
度比１％の経費節減を行うとともに、会計業務等の事務処理の迅速化・簡素化や庶
務的業務を中心とした事務処理方法の改善に努める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．運営費交付金を充当して行う事業については、予算の本所における一元的な執行管
理や年度途中のきめ細かな配賦等により、業務運営全般にわたって効率的な執行に努
めた。その結果、人件費等を除く業務費及び一般管理費の合計の実行額について、毎
年度、前年度比１％以上の節減を行った。（資料①－１）

２．会計業務等のコンピューター化・ネットワーク化については、平成１３年度から新

たな会計システムを導入して予算・決算事務等を本所において一元的に行うととも

に、支払事務をファームバンキングにより実施するなどして、事務処理の迅速化、簡

素化を図った。

３．その他庶務的業務を中心とした事務処理方法の改善については、職員からの改善提

案等を審議検討するための「事務改善委員会」（平成１６年度に「業務改善委員会」
に変更）を設置し、毎年度２回、提案募集、委員会審議を行った。その結果、５年間
で計６４件の提案がなされ、このうち２６件を採択してそれらの改善内容を実行した。
（資料①－２）（資料①－３）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ １

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 １

計画に沿って、人件費を除く運営費交付金支出実績を毎年度１％以上節減するととも
に、会計業務等の迅速化・簡素化、庶務的業務等の事務処理方法の改善を図ることがで
きたことから、具体的指標は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合
が９０％以上となることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
量的な経費節減は目標を達成しているが、今後は効率化や節減の内容についてもさら

なる検討を加え、引き続き積極的な取り組みを行ってほしい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料①－１）

運営費交付金実行額及び対前年度削減率

項 目 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７

運営費交付金実行額 761,066 729,905 722,286 711,750 680,281

（人件費等を除く。） 725,349※

（千円）

対前年度削減率（％） 4.1 1.0 1.9 4.4

（注）運営費交付金実行額の平成１５年度の下段の数値（※印）は、平成１５年度の新規予算増分(3,

063千円)を加えたのもので、平成１６年度の削減率の計算に当たっては、当該金額を基準として

いる。

（資料①－２）
事務改善の提案件数及び採択件数

項 目 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

提案件数（件） ８ ９ １１ １６ ２０ ６４

採択件数（件） ４ ４ ６ ７ ５ ２６

（資料①－３）
事務・業務の主要な改善事項

○会計及び旅費システムの入力方法の改善による事務処理の簡素化、効率化
○書類の決裁権者の変更による事務処理の簡素化、迅速化
○簡易な文書のメール施行化による事務処理の簡素化
○物品データを電子化することによる物品管理の効率化
○物品の管理換えに伴う手続きの改善による事務処理の簡素化
○会議室や車輌の予約等をＬＡＮを使って行うことによる事務処理の簡素化
○種苗配布手続きの改善による事務処理日数の短縮、適期配布
○現場作業委託の監督・検査実施方法の内部規定化による適正実施と効率化
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 業務運営の効率化に関する事項

中期目標中項目 業務対象の重点化

評価単位 業務対象の重点化
②

この項目では、森林・林業を巡る諸課題や林木遺伝資源の利用上の重要性、確保
・保全の必要性及び海外からの協力要請を踏まえて、中期計画の第１の２に重点的
に取り組む業務を明示し、これらの業務を進める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．中期計画に定めた重点化の内容に沿って、毎事業年度の計画においても業務対象の
重点化を図り、それぞれの業務に取り組んだ。

２．平成１６年度からは、上記１．に加えて、
① 社会的ニーズの急速な高まりや都道府県等からの強い要請を受けて早急に取り
組む課題

② 中期計画を実行する中で得られた成果を早急に発展、普及させるための課題
③ その他早急に重点的に取り組むことが適当な課題

を「重点課題」として選定し、実施計画の策定、業務分担の調整、必要経費の積算に
基づく予算の重点配分を行った上で実行した。採択した課題は以下のとおりである。

重点課題名 実行年度 重点配分額
（百万円）

マツノザイセンチュウ抵抗性品種のクローン増殖 Ｈ１６ ２１
技術の開発及び育種の推進 ～１７

アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術 Ｈ１６ １７
の確立 ～１７

無花粉スギの探索及び優良品種との人工交配によ Ｈ１７ ５
る新品種の開発等

ＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開発のための容積 Ｈ１７ ４
密度の効率的な計測・評価手法の開発

各重点課題の平成１７年度末までの主な成果は、（資料②－１）のとおりである。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ １

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 １

中期計画において重点化した業務に計画的に取り組めたこと、また、早急に取り組む
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べき課題について、重点課題として選定し、予算の重点的な配分を行い実行できたこと
から、具体的指標は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％
以上となることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
・ 重点課題を設定して取り組んだことは評価できる。
・ マツノザイセンチュウ抵抗性品種の開発・普及に関しては、今後、松枯れの総合的
な防除対策、生物多様性調査、バイオ資源として利用などの総合的なプロジェクトの
展開を期待したい。また、海外に目を向けたアカシア属を対象とした技術開発の成果
に期待したい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料②－１）
重点課題の主な成果

マツノザイセンチュウ抵抗性品種のクローン増殖技術の開発及び育種の推進

（１）抵抗性マツのさし木増殖技術の開発
・ 抵抗性品種の若齢実生苗を断幹・剪定することにより台木１本当たり２０本程
度発生する萌芽枝を用いてさし木試験を行ったところ、発根率が２７％から７０
％以上に向上した。また、植物ホルモンやＣＯ２の施用により発根率を向上させ
る技術を開発した。これにより、接種判定済みの抵抗性マツを用いて、抵抗性等
の品質が均一な苗木を低コストで生産する技術が開発できた。

（２）東北、関東、関西育種基本区における抵抗性マツ育種事業の推進
・ 品種開発が比較的遅れている地域における抵抗性候補木の選抜、一次検定、二
次検定、評価等を進めた。

アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の確立

（１）西表熱帯林育種技術園での試験
・ 技術園内に着花促進や着花時期のコントロールに必要な交配実験ハウスを整備
し、鉢植えした交配材料を配置した。また、屋外試験地（交配実験園）に防風ネ
ットを設置し、試験材料の一部を用いて着花促進のための予備試験を開始した。

（２）マレーシア・サバ州での試験
・ 民間企業、九州大学との共同研究契約及びマレーシア林業公社との協定を締結
するとともに、マンギウム種とアウリカリホルミス種の自然交配園及び人工交配
園を造成した。

無花粉スギの探索及び優良品種との人工交配による新品種の開発等

（１）雄性不稔ホモ個体の探索
・ 本所及び各育種場においてジベレリン処理を行い雄花の調査を行った結果、東
北、関東及び関西の各育種基本区のスギの中から、雄性不稔と考えられるスギを
１個体ずつ見出した。

（２）精英樹等との人工交配による新品種の開発
・ 平成１６年度に開発した無花粉スギ「爽春」を交配母樹として、スギ精英樹等
６０系統の花粉を人工交配し、５９家系から合計１１７ｇの交配種子を得た。

ＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開発のための容積密度の効率的な計測・評価手法の
開発

（１）カラマツ、ヒノキの炭素含有率の変異幅の推定
・ カラマツ７５クローン、１９２個体及びヒノキ３０系統、１７７個体の炭素含
有率を測定し、変異の大きさについて見通しを得た。

（２）スギ容積密度の簡易推定法の開発
・ スギ検定林のクローンを材料として、ピロディン等を用いた容積密度の簡易推
定及び簡易推定に必要な遺伝パラメータの推定を進めた。
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 業務運営の効率化に関する事項

中期目標中項目 関係機関との連携

評価単位 関係機関との連携

③

この項目では、林木育種の推進に当たって、育種素材の収集等については国有林
野事業や都道府県等との連携の下に効果的な実施を図るとともに、技術開発につい
ては大学や他の独立行政法人等との連携を図る。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．林木育種を効果的に実施するため、毎事業年度、育種素材の収集等について、以下
のとおり関係機関との連携を図った。

連携内容 連携した主な機関 延べ連携件数
(H 13～ 17)

育種素材の収集 森林管理局、都道府県、市町村等 ６３

検定林・試験地の設定等 森林管理局、都道府県、大学等 １１８

林木遺伝資源の収集・保存 関係省庁、森林管理局、都道府県等 １８３

林木育種技術の開発 森林管理局、都道府県、大学、他の ７９
独立行政法人等

（注）「延べ連携件数」は、各年度の連携件数を単純に合計したものである。

２．新たに連携して取り組んだ業務の具体例及びその成果は、以下のとおりである。
① 九州地方の複数県及び九州大学と共同で、平成１６年度から、マツノザイセンチ
ュウ抵抗性品種の苗木のさし木による効率的な生産手法の開発を進め、開発された
手法（特許出願中）について、今後、都道府県や当該品種の種苗生産者へ普及を図
ることとした。

② 関東森林管理局と連携して平成１３年度から小笠原諸島で、また、九州森林管理
局と連携して平成１４年度から沖縄県西表島で、自生する希少樹種等の林木遺伝資
源を収集・保存する事業に着手し、平成１７年度までに現地の国有林内に計３５樹
種約７６０本の苗木を植栽した。

③ マレーシアで植林事業等を展開している民間企業及び九州大学と共同で、平成１
６年度から、アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の開発に着手し、平
成１７年度までに西表熱帯林育種技術園及びマレーシア・サバ州に試験地を造成す
るとともに、予備的試験を開始した。
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評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、関係機関との連携の下に業務の効果的な実施を図ることができたこと
から、具体的指標は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、の達成割合が９０
％以上となることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

・ 林木遺伝資源連絡会の設立とメールマガジンの発行は、関係機関との連携を行う上

で大きな成果と考える。

・ 育種技術の開発における連携については、より幅広い分野の研究者との共同研究の

推進やセンターの役割をより明確にした上での連携実施が重要である。

・ また、顧客のニーズをより的確に把握する観点から、都道府県との連携を一層強化

してほしい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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中項目「林木の育種事業」の本所・育種場別実行一覧表

評価単位 計画項目 本所・育種場

（小項目） （具体的指標） 本所 北 海 道 東北 関西 九州

④林木の新 4 新品種の開発目標数
品種の開発

5 成長や材質等の優れた品種の開発 ○ ○ ○ ○ ○

6 精英樹等の第二世代品種の開発の ○ ○ ○ ○ ○
ための人工交雑、検定林の造成等

7 広葉樹の優良形質候補木の選抜等 ○ ○ ○ ○ ○

8 ハゼノキの優良品種の開発 ○

9 ヒノキの耐やせ地性検定等の推進 ○

10 花粉生産の少ないスギ等の開発 ○ ○ ○ ○

11 アレルゲンの少ないスギの開発 ○

12 病虫害抵抗性品種の開発 ○ ○ ○ ○ ○

13 環境緑化用品種の開発 ○ ○

⑤林木遺伝 14 林木遺伝資源の探索・収集 ○ ○ ○ ○ ○
資源の収集
・保存 15 林木遺伝資源の増殖・保存 ○ ○ ○ ○ ○

16 林木遺伝資源の特性評価 ○ ○ ○ ○ ○

17 林木遺伝資源の情報管理及び配布 ○

18 海外の林木遺伝資源の探索・収集 ○

（注）中期計画の計画項目ごとに、事業を実施した本所・育種場を「○」で表した。
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 林木の育種事業

評価単位 林木の新品種の開発

④

この項目では、林業生産性の向上に資する成長や材質等の優れた品種、花粉症対

策に有効な花粉やアレルゲンの少ない品種、マツノザイセンチュウやスギカミキリ

等の病虫害抵抗性品種等の開発を進め、中期目標の期間中に２５０品種を目標とし

て新品種の開発を行う。

また、既開発の精英樹等第一世代品種よりも一段と優れた特性を持つ第二世代品

種を開発するための精英樹同士の人工交雑、検定林の造成、特性評価等を進める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

（新品種の開発数）

目標の２５０品種に対して、成長・材質等の優れた品種（スギ、ヒノキ、トドマツ）

を６５品種、花粉症対策に有効な品種（スギ）を５７品種、病虫害の抵抗性品種（ア
カマツ、クロマツ、スギ、エゾマツ、カラマツ）を１４３品種、その他の品種（ハゼ
ノキ、スギ、トドマツ、アカエゾマツ）を７品種、計２７２品種を開発した。（資料
④－１）

（林業生産性の向上等に資する成長や材質等の優れた品種の開発）
１．スギ、ヒノキ、トドマツ等の検定林３１４箇所における成長等の調査・評価及び検
定林や保存園の精英樹等１，８１４系統についてのヤング率、容積密度、含水率等の
調査・評価を進め、関東、関西及び九州のスギ、ヒノキの成長や材質等の優れた品種
計５７品種を開発するとともに、北海道育種基本区においてこれまで開発されていな
かったトドマツの成長の優れた品種について８品種を新たに開発し、計６５品種の成
長・材質等に優れた品種を開発した。また、これらの調査結果を用いて、スギ、ヒノ
キ、カラマツ、トドマツ、アカエゾマツの精英樹特性表を作成し公表した。（資料④
－２）
２．また、ハゼノキの結実量等の調査を進め、果実の生産量が安定的に高く、かつ含ロ
ウ率も高く、その品質も優れている木ロウ生産に適した品種２品種を開発した。（資
料④－３）

３．さらに、①第二世代品種の開発のためのスギ、ヒノキ等の精英樹等を用いた１，０

６４組合せの人工交雑及び検定林２８箇所の造成（資料④－４）、②広葉樹の用材生

産用優良品種の開発のためのケヤキ、ウダイカンバ、タブノキ等計１６９個体の優良

形質候補木の選抜やつぎ木増殖（資料④－５）、③ヒノキの耐やせ地性品種を開発す

るための検定木調査やヒノキ樹脂胴枯れ病の人工接種検定（資料④－６）等を進めた。

（花粉症対策に有効な品種の開発）

１．スギ精英樹１,４５２クローンの雄花着花性の評価を行い、東北、関西、九州の各
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育種基本区の花粉の少ないスギ品種計５５品種を開発した。

２．また、既に開発していた関東育種基本区の花粉の少ないスギ品種等のスギ精英樹１

４６クローンを対象に花粉中のアレルゲン含有量の調査を行い、アレルゲンの少ない

スギ品種１品種を開発した。（資料④－７）

３．さらに、林木育種面からの花粉症対策の一層の推進を図るため、関東育種基本区の

スギ精英樹等約１，４００クローンについて雄性不稔の有無を調査した。この結果、

気象害抵抗性候補木である個体の一つが遺伝的に花粉が全く生産されない特性を持つ

雄性不稔個体であることを確認した。これにより、雄性不稔スギ（無花粉スギ）１品

種を開発した。この雄性不稔のスギ品種については、平成１６年度に「爽春（そうし

ゅん）」という品種名で品種登録出願を行った。（資料④－８）

（抵抗性品種等の開発）

１．アカマツ、クロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性候補木の二次検定を進め、アカ

マツについては、東北、関東、関西の各育種基本区の抵抗性品種計４３品種を、クロ

マツについては東北、関東、九州の各育種基本区の抵抗性品種計２５品種をそれぞれ

開発した。（資料④－９）

２．また、スギのスギカミキリ抵抗性候補木の検定を進め、東北、関東の各育種基本区

の抵抗性品種計２３品種を開発した。

３．さらに、スギのスギザイノタマバエ抵抗性候補木の検定を進め、九州育種基本区の

抵抗性品種３９品種を開発した。（資料④－９）

４．加えて、エゾマツのエゾマツカサアブラムシ抵抗性候補木の検定を進めるとともに、

カラマツの耐鼠性品種を開発するため進めてきたカラマツとグイマツの交雑育種によ

り、北海道育種基本区の抵抗性品種１３品種を開発した。

５．この他、スギ、トドマツの環境緑化用品種計２品種、アカエゾマツの荒廃地緑化用

品種３品種を開発した。（資料④－１０）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ １０達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％具体的指標の数 １０

中期目標に明示されている品種の種類について、開発目標数を上回って新品種を開発
できたこと、及び新品種の開発に必要な選抜、検定、人工交雑等の業務を計画に沿って
実施することができ、本評価単位の達成割合が９０％以上となることに加えて、特に、
社会的な要請が高い花粉症対策品種に関して、雄性不稔スギ(無花粉スギ）を開発する
ための調査を積極的に進め、平成１６年度に「爽春」を開発・公表できたこと、また、
その結果、要望する都県に対して「爽春」の穂木や苗木を直ちに配布し、雄性不稔の特
性を有する新たなスギ品種の普及を開始できたことから、「ａ＋」と評定した。

評価委員会の意見等
・ 無花粉スギなど世間の注目する品種の開発等の積極的な取り組みと成果を評価し
た。
・ 新品種の開発は主要業務であり、今後も積極的な取り組みを期待するが、開発品種
の特性については十分に説明する必要がある。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料④－１）

新品種の開発数
（単位：品種数）

区 分 ＼ 本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

成長・材質等の優れた品種 ３１ ８ １０ １６ ６５

成長等の優れたスギ品種 １５ １０ ５ ３０

成長等の優れたヒノキ品種 １６ １６

成長の優れたトドマツ品種 ８ ８

成長・材質の優れたスギ品種 ４ ４

材質の優れたスギ品種 ７ ７

花粉症対策に有効な品種 ２ １１ １４ ３０ ５７

花粉の少ないスギ品種 １１ １４ ３０ ５５

アレルゲンの少ないスギ品種 １ １

雄性不稔スギ（無花粉スギ）品種 １ １

抵抗性品種 ６ １３ ５７ １１ ５６ １４３

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（アカマツ） ３ ※２９ １１ ４３

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（クロマツ） ※８ １７ ２５

スギカミキリ抵抗性品種（スギ） ３ ２０ ２３

ｽｷﾞｻﾞｲﾉﾀﾏﾊﾞｴ抵抗性品種（スギ） ３９ ３９

ｴｿﾞﾏﾂｶｻｱﾌﾞﾗﾑｼ抵抗性品種（ｴｿﾞﾏﾂ） １２ １２

カラマツの耐鼠性品種 １ １

その他の品種 ４ ３ ７

木ロウ生産に適したハゼノキ品種 ２ ２

環境緑化用スギ品種 １ １

環境緑化用トドマツ品種 １ １

荒廃地緑化用アカエゾマツ品種 ３ ３

合 計 ３９ ２５ ６８ ３５ １０５ ２７２

（注）マツノザイセンチュウ抵抗性品種（アカマツ）の東北育種場実行分２９品種（※印）及び
同（クロマツ）の東北育種場実行分８品種（※印）には、関東育種基本区である福島県で選
抜した品種がそれぞれ５品種及び２品種含まれている。
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（資料④－２）
検定林の調査及び精英樹特性表の作成・公表実績

（単位：箇所）

区分＼本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

調査箇所数 ８６ ４４ ５３ ７１ ６０ ３１４

スギ １５年次 １５年次 ２０年次 ２０年次
（実生） （実生） （実生） （さし木

作 ・拡充）
成 ２０年次 １５年次 ２０年次

・ （さし木） （さし木） （さし木）
公
表 ２０年次
し （実生・

た 西部育種
精 区）

英
樹 ２０年次

特 （さし木
性 ・西部育

表 種区）

ヒノキ ２０年次 ２０年次

カラマツ ２０年次

トドマツ １５年次

アカエゾマツ １０年次
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（資料④－３）
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（資料④－４）

第二世代品種等の開発を目的とした人工交雑及び検定林造成の実績

（単位：組合せ、箇所）

区 分＼本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

人工交雑組合せ数 ３１２ ３ １０８ ２３６ ４０５ １，０６４

検定林造成箇所数 １０ １ ５ ５ ７ ２８

（注）樹種は、北海道育種場はカラマツ、トドマツ、東北育種場はスギ、本所、関西及び
九州の各育種場はスギ、ヒノキである。

（資料④－５）
樹種別の優良形質候補木の選抜及びクローンの確保実績

（単位：個体数・クローン数）

本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計
・樹種＼年度

ケヤキ (１４１) （ １７） （ ３２） （ ６） （１９６）
８２ ２０ ６ １０８

ウダイカンバ （ ５） （ ５）
２４ ２４

ブ ナ
２ ２

ク リ （ ２５） （ ２５）

タブノキ （ １５） （ １５）
３５ ３５

計 （１４１）（ ５）（ １７） （ ５７） （ ２１） （２４１）
８２ ２４ ２２ ４１ １６９

（注）各欄の下段の裸書き数値は選抜実績を、上段の（ ）書きの数値はクローンの確保
（クローンの定植を行ったもの）実績を表す。
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（資料④－６）
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（資料④－７）
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（資料④－８）
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（資料④－９）
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（資料④－１０）
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 林木の育種事業

評価単位 林木遺伝資源の収集・保存
⑤

この項目では、国内の貴重な林木遺伝資源の滅失の防止や多様な育種ニーズに対
応した新品種の開発の推進を図るため、中期目標の期間中に、絶滅に瀕している樹
種や育種素材として利用価値の高い樹種等の林木遺伝資源について、概ね７，００
０点を探索・収集するとともに、増殖・保存、特性評価、情報管理及び配布を進め
る。
また、森林の減少・劣化が進んでいる熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術

協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、中期目標の期間中に１００点を
目標として探索・収集する。

具体的指標（中期計画）に係る実行状況

（探索・収集）
１．国内の林木遺伝資源については、①絶滅に瀕している種、南西諸島及び小笠原諸島
の自生種、枯損の危機に瀕している巨樹・銘木並びに衰退林分で収集の緊急性の高い
もの７９６点、②育種素材として利用価値の高いもの６，１２０点、③その他森林を
構成する多様な樹種６４５点、計７，５６１点を探索・収集した。（資料⑤－１）

２．また、収集・保存の効率化及び技術の有効活用を図るため、個人等が所有する巨樹
・銘木等の後継クローンを要請に応じて増殖し里帰りさせる「林木遺伝子銀行１１０
番」を平成１５年１２月に開設し、７３件１００個体について受諾するとともに、増
殖の完了したもの１５件、２４個体を里帰りさせた。（資料⑤－２）（資料⑤－３）

（増殖・保存）
１．樹種ごとの増殖特性を踏まえて最適な方法を選択し、３，０４４点の増殖を進める
とともに、成体（苗木）、種子及び花粉の形態で６，１５３点を保存した。（資料⑤－
４）
２．また、ケグワ等の増殖の困難な樹種については、つぎ木による増殖技術を開発し、
その成果を「林木遺伝資源情報No.44」等に公表した。

（特性評価）
１．林木遺伝資源特性評価要領に基づき、スギ１９８点、ヒノキ２４８点、カラマツ６
９９点、計１，１４５点について、形態的特徴等を中心に特性評価を行い、林木遺伝
資源特性表を作成するとともに、ケヤキ２９５点についてＤＮＡ遺伝子型による一次
特性の評価に着手した。

２．また、ケヤキ、ヤツガタケトウヒ、ハリモミ等の成体計１８，９３０点について自
然着花性、成長性等の調査を進めるとともに、種子３，０５３点及び花粉１，４４１
点について発芽率等の調査を進めた。

３．さらに、外部からの委託を受けて、ウリハダカエデ等２０種の種子の保管年数によ
る発芽率の変化についての調査（H15～ 17年度）を行った。

（情報管理）
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１．新たに保存した林木遺伝資源の来歴情報や保存情報を登録するとともに、特性評価
情報を整理・追加して、それぞれのデータベースを更新し、ホームページにより提供
した。また、平成１７年度に、これらのデータベース及び林木遺伝資源配布目録を整
理・統合し、ホームページに公表して幅広く情報提供を行った。

２．また、試験・研究利用を目的とした林木遺伝資源の配布については、森林・林業分
野の研究者等へのＰＲに努めた結果、配布件数、配布点数ともに毎年度増加し、５年
間で計１３０件、２，３３９点を配布した。また、配布要望の内容についての申請者
との事前調整、申請書を受理した後の迅速な事務処理に努めた結果、申請書の受理か
ら配布決定までの平均所要日数は平成１３年度の７．５日から平成１７年度の３．９
日に短縮した。さらに、未保存の林木遺伝資源についても利用者の要請に応じて探索
・収集し提供するサービス「林木遺伝資源の配布予約制度」を平成１６年１１月に新
設し、利便性を向上させる体制を整えた。

３．さらに、平成１７年１２月に、我が国における林木遺伝資源に関する多くの機関等
が連携を密にし、林木遺伝資源に関する情報や意見の交換を行い、林木遺伝資源の収
集、保存、保全をより効率的、効果的に実施するための全国的なネットワークである
「林木遺伝資源連絡会」を、森林管理局、都道府県、独立行政法人、大学、民間団体
等の１００の機関の参加により発足させ、メールマガジンの発行等の活動を開始した。
（資料⑤－５）

（海外の林木遺伝資源の探索・収集）
海外に対する林木育種技術協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、①重

点課題「アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の確立」の研究材料として
用いることを目的としたアカシアアウリカリホルミス及びアカシアマンギウム３０
点、②この他、育種の対象、海外技術協力の対象となる可能性がある樹種等としてメ
ルクシマツ、ユーカリ属等７４点、計１０４点を探索・収集した。（資料⑤－６）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ５達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％具体的指標の数 ５

目標点数以上の国内及び海外の林木遺伝資源を探索・収集できたこと、及び計画に沿
って、林木遺伝資源の増殖・保存、特性評価及び情報管理等の業務を実施することがで
き、本評価単位の達成割合が９０％以上となることに加えて、特に、①「林木遺伝子銀
行１１０番」を新たに開設し、多くの要請を受けて増殖・保存及び里帰りを実施したこ
と、②全国１００機関の参加を得て「林木遺伝資源連絡会」を新たに設立し、直ちに活
動を開始したこと、③「林木遺伝資源の配布予約制度」の新設やパンフレットの作成・
配布等を積極的に行い、林木遺伝資源の配布件数及び配布点数を大幅に増加させたこと
など、積極的な事業展開を行い、実績を上げることができたことから、「ａ＋」と評定
した。

評価委員会の意見等
・ 林木遺伝子銀行１１０番など、センターが持つ技術力を最大限活かすとともに、連
絡会の設立等社会のニーズに対応した新しい取り組みに挑戦されていることは評価す
る。
・ 引き続き、戦略的に目標設定を行って、林木遺伝資源の収集・保存に取り組んでほ
しい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑤－１）

林木遺伝資源の探索・収集点数

（単位：点数）

区分＼本所･育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

絶滅に瀕してい ２９１ ８１ ９１ １３４ １９９ ７９６

る種等

育種素材として １，３０２ １，１５９ １，３４５ １，２９２ １,０２２ ６，１２０

利用価値の高い

もの

その他森林を構 １８９ ４９ ９ ６２ ３３６ ６４５

成する多様な樹

種

計 １，７８２ １，２８９ １，４４５ １，４８８ １,５５７ ７，５６１
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（資料⑤－２）

所在地 主な個体の名称等 件数 個体数

北海道 森の巨人たち百選「縁桂」、町指定天然記念物「下川小学校開校記念 7 7

樹」、史跡白老仙台藩陣屋跡の「陣屋の赤松」等

岩手県 寶積寺の大杉、和賀仙人姥スギ、村指定天然記念物「五龍のフジ」 3 7

秋田県 市指定天然記念物「天神様の細葉の椿」、町指定天然記念物「豊栄の 3 3

松」等

宮城県 森の巨人たち百選「えぼし千年杉 」、巨樹・古木「四ノ宮のオンコ」 2 2

新潟県 村指定文化財、「田中の一つ松」、市指定の保存樹木「カラカサの松」 3 3

、市指定天然記念物「半蔵金の大杉」

福島県 国指定天然記念物「馬場ザクラ」 1 1

茨城県 町指定天然記念物「法龍寺の榧」、県指定天然記念物の真鍋小学校の 4 8

「真鍋の桜」、助川小学校の「四代桜」等

栃木県 市指定天然記念物 1 1

群馬県 カエデ類の名木「上州の七変化」 1 1

千葉県 村指定天然記念物のヤマザクラ、巨樹・古木のシダレザクラ等 6 6

埼玉県 国指定天然記念物「石戸の蒲ザクラ」、市指定の巨樹・古木・銘木「實相 2 2

院の赤松」

東京都 記念樹「グラントヒノキ」及び「グラントギョクラン」、金子稲荷の御神木のイ 5 5

ヌザクラ等

神奈川県 市指定天然記念物の御嶽神社の「鳥居杉」 1 1

静岡県 巨樹・巨木「お蔵の裏の松」 1 1

長野県 絶滅危惧種「阿寺国有林のハナノキ」、「柿其渓谷のハナノキ」、県指定 3 3

天然記念物「大塩のイヌザクラ」

石川県 銘木「八房の梅」、特別名勝兼六園の「唐崎松」、「根上松」、「巣ごもり 3 7

松」等

滋賀県 市指定天然記念物「畑シダレザクラ」 1 1

京都府 京都市区民誇りの木「正宗の木」 1 1

三重県 県指定天然記念物の花垣神社の「花垣のヤエザクラ」、市指定天然記 3 3

念物「西明寺のクロマツ」等

和歌山県 衰退林分のコウヤマキ及びクロマツ 2 11

兵庫県 香雪美術館の「香雪桜」、銘木「八房の梅」 2 2

岡山県 銘木「菊桜」 1 1

鳥取県 とっとりの名木１００選「三又エノキ」、巨樹・古木のエノキ 1 2

島根県 巨樹・古木「宝福寺のゴヨウマツ」、巨樹・古木のキャラボク 2 2

愛媛県 銘木「金龍桜」、県指定天然記念物「イトザクラ及びウバヒガン」、県指定 4 8

天然記念物「医王寺トチの木」等

大分県 巨樹・銘木「教法寺門前大杉」、市保存樹(指定13号）「山の神のスギ」 2 2

熊本県 市指定天然記念物「産神社の杉」、村指定天然記念物「東小学校校庭 7 8

のケヤキ」、巨樹・銘木「東小学校校庭のクスノキ」等

宮崎県 村指定天然記念物「宇納間のいちいのき」 1 1

合計 73 100

林木遺伝子銀行１１０番の受諾状況



- 24 -

（資料⑤－３）

台風で倒壊した熊本県阿蘇市指定の天然記念物「産神社の杉」（写真左）と増殖
うぶ

中の苗木（写真右上）及び後継苗木の里帰り（写真右下）

日本三名園の一つ、石川県の特別名勝兼六園の「根上り松」（写真左）と増殖中の

苗木（写真右上）及び後継苗木の里帰り（写真右下）

３年間で７３件（３７樹種１００個体）受諾

１５件（１１樹種２４個体）について里帰りを実施

林木遺伝子銀行１１０番による里帰りの実施状況
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（資料⑤－４）

林木遺伝資源の増殖・保存点数

（単位：点数）

区分＼ 本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

増殖点数 ９３９ ３８６ ５１２ ５７１ ６３６ ３，０４４

保存点数 ４，８８４ ２５５ １６５ １８１ ６６８ ６，１５３

うち成体（苗木） ５９８ ２５５ １６５ １８１ ６６８ １，８６７

うち種子・花粉 ４，２８６ － － － － ４，２８６

（注）１．増殖点数は、第一期中期計画（平成１３～１７年度。以下同じ。）の期間中にさし

木等に着手した点数であり、成体の保存点数は、さし木等による増殖の後、数年間の

養苗を経て、第一期中期計画の期間中に新たに定植し保存した点数である。

２．種子・花粉については、本所の貯蔵施設において集中保存した。
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（資料⑤－５）

目的：林木遺伝資源連絡会は、会員相互の連携を図り、林木遺伝資源に関する情報や意見の交
換、技術の研鑽等を行い、我が国における林木遺伝資源の確保、保全及び特性評価の推進
に寄与することを目的とする。

林木遺伝資源連絡会の目的、組織及び活動事例
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（資料⑤－６）

今中期計画における海外林木遺伝資源の探索・収集の概要

種名（学名） 和名 系統数 備考

Acacia aulacocarpa ニューギニアワットル 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Acacia auriculiformis アカシアアウリカリホルミス 27 重点課題の研究対象樹種

Acacia catechu アセンヤクノキ 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Acacia crassicarpa アカシアクラッシカルパ 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Acacia mangium アカシアマンギウム 3 重点課題の研究対象樹種

Acacia mearnsii モリシマアカシア 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Agathis robusta サウスクイーンズランドカウリ 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Alnus cremastogyue シナハンノキ 1 中国の郷土樹種

Alnus ferdinandi-coburgii 1 中国の郷土樹種

Alnus nepalensis ネパールハンノキ 1 中国の郷土樹種

Dalbergia cochinchinensis シタン 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Dalbergia oliveri ビルマチューリップウッド 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Eucalyptus camaldulensis ユーカリカマルドレンシス 2 育種の効果が期待できる造林樹種

Eucalyptus grandis ユーカリグランディス 6 育種の効果が期待できる造林樹種

Eucalyptus maidenii ユーカリマイデニー 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Eucalyptus pellita ユーカリペリタ 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Eucalyptus urophylla ユーカリウロフィラ 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Melaleuca cajuputi カユプチ 7 育種の効果が期待できる造林樹種

Ochroma lagopus バルサ 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Paraserianthes falcataria モルッカネム 1 育種の効果が期待できる造林樹種

Pinus armandii タカネゴヨウ 1 中国の郷土樹種

Pinus densata 高山松 1 中国の郷土樹種

Pinus merkusii メルクシマツ 40 育種の効果が期待できる東南アジアの郷土樹種

Pinus yunnanensis ウンナンマツ 1 中国の郷土樹種

Tectona grandis チーク 1 育種の効果が期待できる造林樹種

合 計 104
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 種苗の生産及び配布

評価単位 種苗の生産及び配布

⑥

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等の推進や適切な種苗の

生産・配布に資するため、特性表の充実・配布等による都道府県等への情報提供を

行うとともに、都道府県等からの要請に応じた新品種等の種苗（原種）の計画的な

生産・配布やアンケート調査を行う。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

（精英樹特性表の充実等）

１．検定林３１４箇所の調査を行い、これらの調査データとともに都道府県における検

定林の調査データをデータベースに入力し調査データの集積を進めるとともに、これ

らのデータを用いて精英樹の諸特性の評価を行い、北海道、東北、関東、関西、九州

の各育種基本区の精英樹特性表の作成、充実を図った。

２．また、北海道育種基本区のトドマツ精英樹、関東育種基本区のスギ及びヒノキの精

英樹、関西育種基本区のスギ精英樹並びに九州育種基本区のスギ精英樹について、特

に諸特性の優れたものを取りまとめた推奨品種特性表を作成し、それぞれ育種基本区

内の都道府県等に対して提供した。（資料⑥－１）

（新品種等の種苗の生産及び配布）

１．都道府県等から配布要望のあった花粉の少ないスギ品種等１，９１０系統（年度毎

の重複は排除していない。）の苗木（つぎ木苗、さし木苗）及び穂木３８，３３３本

について、配布の時期、内容、数量とも全て要望どおりに生産し配布した。（資料⑥

－２）

２．また、平成１６年度に新たに開発した雄性不稔スギ（無花粉スギ）「爽春」（品種登

録出願中。）については、都県から、採穂園造成用等として穂木又は苗木を早期に配

布して欲しいとの要望が強かったことから、自動ミストの温室及び加温したさし木床

を用いて発根率の向上と成長の促進を図り、その結果、平成１７年度に、配布要望の

あった関東育種基本区内の６都県に「爽春」の原種を配布することができた。

（アンケート調査と業務への反映）

１．毎事業年度、種苗（原種）を配布した都道府県等を対象に、配布した種苗の品質や

梱包状況、林木育種技術の講習・指導、情報提供等についてのアンケート調査を実施

した。その結果、顧客満足度は、５段階評価で各事業年度とも４．７～４．８であっ

た。



- 29 -

２．また、アンケート調査の結果を踏まえて、種苗の発送の際の蒸散防止策の徹底によ

る品質向上や実習をより多く取り入れた講習会の開催に取り組むなど、業務への反映

に積極的に取り組んだ。

３．さらに、新品種の開発や育種種苗の普及についての林業者のニーズ等を把握するた

め、毎事業年度開催される林木育種推進地区協議会や種苗需給調整会議等において情

報の収集を行うとともに、平成１５年度には、全都道府県を対象にしたアンケート調

査を実施した。また、都道府県に対して、都道府県が行う林業指導普及事業を通じた

新品種等のＰＲや林業者等のニーズ把握についての要請を行った。（資料⑥－３）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ３
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ３

計画に沿って、「精英樹特性表」の充実、種苗の計画的な生産及び配布及びアンケー

ト調査の実施とその結果の業務への反映に取り組むことができ、本評価単位の達成割合

が９０％以上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑥－１）
関東育種基本区ヒノキ推奨品種特性表（平成１７年度版）（抜粋）

（資料⑥－２）
種苗（原種）の配布実績

区分＼本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 累 計

配布先機関数 25 7 10(6) 29(4) 24(1) 95(11)

配 布 系 統 数 341 145 391 481 552 1,910

配 布 本 数 4,609 1,264 14,128 11,264 7,068 38,333

（注）１．「配布先機関数」の欄の（ ）書きは、基本区以外の機関に配布した場合で外書で
表した。
２．「配布系統数」は、品種が重複する場合もあることから配布品種数になるとは限ら
ない。

（資料⑥－３）
都道府県への新品種開発や育種種苗の普及についての林業者のニーズ等調査の結果概要
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 調査及び研究

評価単位 新品種の開発等のための林木育種技術の開発
⑦

この項目では、新品種の開発等に必要な系統間差異や遺伝様式等を解明するため
の調査・研究及び検定・評価手法、育種年限の短縮に資する遺伝子組換え関連技術、
効率的な採種園の造成・管理技術等の林木育種技術を開発するための調査・研究を
進める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

（精英樹等の第二世代品種を効果的に開発するための技術開発）
スギ等の主要２形質の遺伝様式の解明については、

(１)スギについて、関東育種基本区の交配家系の２０年次までの検定林の調査データを
解析した結果、樹高、胸高直径ともに母樹と花粉親の効果が認められ、母樹、花粉親
の寄与率はほぼ同等と考えられた。また、狭義の遺伝率は、樹高では年次とともにや
や小さくなり、胸高直径では大きくなる傾向が見られた。

(２)カラマツについて、関東育種基本区の自然交配家系の３０年次までの検定林の調査
データから遺伝率及び遺伝相関係数を推定し、選抜年次による遺伝獲得量の変異を検
討した結果、遺伝獲得量は、１０～１５年次に最大値をとり、２０年次からほぼ横ば
いとなった。

(３)これらの結果から、スギの樹高と胸高直径の遺伝様式、カラマツの選抜年次による
遺伝獲得量の変異を解明することができ、その成果は第二期中期計画（平成１８年～
２２年度。以下同じ。）における第二世代精英樹の選抜に活用する。（資料⑦－１）

（特性評価や選抜をより合理的に行うための技術開発）
１．精英樹の利用目的別の評価・分類手法の開発については、
(１)九州育種基本区におけるスギのさし木クローンで設定した検定林を対象として、成
長パターンを中心とした解析を加えた結果、成長の早晩に品種ごとの特徴があること
を示した。さらに、年輪構造の解析から早晩性に関するクローンの特徴が北九州、中
九州、南九州で同じ傾向を示し、遺伝的支配が強いことを示した。これらは、長伐期
施業に適する品種として晩生の成長特性を持つ品種の選抜を可能にするものである。

(２)また、構造材利用、板材利用、集成材等の工業用原材料としての利用等木材のそれ
ぞれの利用形態に適した品種を開発するため、これらと関連の深いヤング率、密度、
心材含水率、肥大成長量を総合してクローンを評価・選抜すると、指標の相互間の負
の相関関係によって選抜の効果が低くなる。一方、それぞれの用途に関連した指標に
絞って精英樹クローンを評価・分類することによって効率的に高い選抜効果が得られ
ることを明らかにした。

(３)これらの結果から、精英樹の利用目的別の評価・分類手法を開発することができ、
その成果は、九州育種基本区において、平成１７年度に公表した成長の優れたスギ品
種、成長・材質の優れたスギ品種、材質の優れたスギ品種計１６品種の開発に活用し
た。（資料⑦－２）
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２．精英樹等の系統評価・分析システムの開発については、
(１)当センターでＮ８８Basicで開発したＢＬＰ法による解析プログラムをＭＳ-Window
sで利用できるようにすること等によって、遺伝的な特性を総合的に予測できるＢＬ
Ｐ法に基づいた系統評価システムを構築した。また、系統評価の計算の流れと各プロ
グラムの役割を解説した使用方法のマニュアルを作成・公表し、系統評価・分析シス
テムの構築を完了した。

(２)また、構築したシステムによって関東育種基本区の２０年次までのスギ実生検定林
で算出した親の樹高、胸高直径の育種価で系統を評価し、供試回数の違いを評価値に
反映できること、評価値から選抜効果を検討できることを確認した。このことによっ
て、本システムが優良系統の選抜に有効であることを明らかにした。

(３)さらに、本システムによってスギ交配検定林データを解析し、個体の育種価は、育
種集団林から第二世代精英樹を選抜する手段として有効であること、個体の育種価を
用いた選抜指数は、次世代育成のための交配親を選択するのに望ましい手法であるこ
とを明らかにした。

(４)これらの成果は、第二期中期計画における二酸化炭素の吸収・固定能力の高いスギ
やトドマツの品種開発等に活用する。（資料⑦－３）

（地球温暖化防止に資する二酸化炭素の吸収・固定能力の高い品種を開発するための技
術開発）
１．スギを対象とした木部の炭素固定能力の評価・検定手法の開発については、
(１)スギ精英樹６クローンについて密度、炭素含有率、抽出成分量の個体内変異を明ら
かにし、これらについて単木当たりの推定方法を確立した。これに基づき、スギ精英
樹４１クローン、２３１個体を供試材料として、抽出成分量、密度、炭素含有率のク
ローン間変異を明らかにするとともに、いずれの形質も遺伝率が高いことを明らかに
した。
(２)また、４７クローンを対象としてモデル選抜をした結果、密度と成長によって得た
選抜指数で選抜すると炭素固定量に関する最も大きな遺伝的獲得量（２１．３％）が
得られることを明らかにした。

(３)これらの結果から、炭素固定能力の評価・検定手法を開発することができ、その成
果は、第二期中期計画で実施する二酸化炭素の吸収・固定能力の高いスギ品種の開発
に活用する。（資料⑦－４）

２．熱帯産早生樹を対象とした炭素固定能力に関する調査（林野庁からの受託業務。研
究期間：H15～19年度。）については、インドネシア東部におけるファルカータの固定
プロット３２箇所の３回の調査データを用いて暫定的な林分成長モデルを作成した。
この成長モデルは今後改良する余地はあるものの、これによって産地や個体選抜によ
る林分収穫の増加量をより正確に予測できるようになった。（資料⑦－５）

３．ＤＮＡ分析技術を利用した熱帯産重要造林樹種の効果的育種手法の開発（科学研究
費補助金により実施。研究期間：H15～16年度。）については、様々な樹種に適用でき
るＤＮＡマーカー開発法の確立を目的とし、エンリッチメント法によるマイクロサテ
ライトマーカー（２あるいは３塩基の繰り返し配列の回数の違いによる多型をマーカ
ーにしたもの）開発手法を検討した。その成果によってアカシアマンギウムのマイク
ロサテライトマーカーを開発し、同樹種の個体識別技術を確立した。

４．国際共同研究シベリアカラマツ産地試験林実施に向けた企画調査（科学研究費補助
金により平成１７年度に実施。）については、シベリアカラマツを対象にした世界的
規模での産地試験林設置とそれらを利用した国際共同研究の実施に向けた協議を行
い、国際的な研究実施体制を確立した。
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（材質の優れた品種を効率的に開発するための技術開発）
１．心材含水率の簡易な測定技術の開発については、
(１)予備調査の結果から選出したスギの心材含水率の高いクローンと低いクローン、心
材含水率は中程度だが樹幹内の水分分布に偏りのあるクローン等７クローンについ
て、２年間にわたり季節ごとに横打撃による振動数の測定を繰返し行った。その結果、
横打撃による振動数はクローン間で大きく異なり、その相対的な違いは季節の違いに
ほとんど左右されないことを確認した。

(２)また、上記のクローンを含む１５クローンから供試材を採取して生材含水率を測定
し、それらが横打撃による振動数との間に高い相関関係があることを明らかにした。

(３)これらの結果から、各クローンの生材含水率の高低を簡易に判定できる材質測定技
術を開発することができ、その成果は、第二期中期計画における材質の優れたスギ品
種等の開発に活用する。（資料⑦－６）

２．スギ等の密度やヤング率等の系統間変異の解明については、
(１)関東育種基本区内のスギの検定林の精英樹４１クローン及び４家系から採取した供
試材料を用いて密度、ヤング率等の測定を行い、そのデータを解析した結果、ヤング
率と密度のそれぞれのクローン平均値の間に正の相関関係が認められた。また、５ク
ローンについて樹高階ごとに測定したヤング率に明らかなクローン間差は認められた
ものの、樹高によっても明らかな変異が認められた。このことから、木材性質のクロ
ーン間差を明らかにするためには、評価部位を一定にする必要があることが示唆され
た。
(２)また、北海道育種基本区のカラマツの試験地等から採取した供試材を用いて、カラ
マツ１２クローン及びグイマツ×カラマツＦ１の１１家系の年輪幅と密度の測定デー
タを解析した。その結果、いずれの木材性質も変動係数はカラマツで６％、グイマツ
×カラマツＦ１で５％と小さかった。一方、カラマツでは、年輪幅と密度の間に明確
な相関関係は認められなかった。このことから、肥大成長に優れ、密度も大きいクロ
ーンを選抜できることが示唆された。

(３)これらの結果から、スギ等の密度やヤング率等の系統間差異が解明でき、その成果
は、第二期中期計画における材質の優れた品種等の開発及び材質評価に関連した調査
・研究の基礎データとして活用する。（資料⑦－７）

（育成複層林施業に適合した耐陰性品種を開発するための技術開発）
１．庇陰下及び庇陰解除後の成長の系統間差異の解明については、
(１)関西育種基本区のスギ耐陰性候補クローン１９クローンを用いて設定した樹下植栽
試験地を調査した結果、樹下植栽後２年目までの成長は不良であったが、それ以降で
は向上した。また、そのクローン間差は大きく、最大値と最小値の間に２倍以上の差
が生じた。

(２)また、関西育種基本区のヒノキ耐陰性候補系統１２家系を用いて設定した樹下植栽
試験地を調査した結果、樹下植栽による成長の低下や成長量の家系間差はスギほど顕
著ではなかったが、樹下植栽後２年目以降は統計的に有意な家系間差が生じた。

(３)さらに、樹下植栽したスギの庇陰を解除したところ、樹高、直径ともに成長が回復
し、形状比も低下して一般的な値に近くなった。また、庇陰解除後の成長の回復量は
クローンによって異なった。

(４)これらの結果から、樹下植栽時と庇陰を解除した後の成長についての系統間の差異
を解明することができ、その成果は、第二期中期計画におけるスギの耐陰性品種の開
発に活用する。（資料⑦－８）

２．クロロプラスト光化学系Ⅱの量子収率パラメータによるスギ精英樹の耐陰性分析に
関する研究（科学研究費補助金により実施。研究期間：H16～17年度。）については、
スギ精英樹１７クローンを供試材料として光合成量子収率（光合成における光エネル
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ギーの利用効率）に関するパラメータを検討した。その結果、光飽和しやすいクロー
ンとしにくいクローンとが存在することが明らかとなった。光飽和しやすいクローン
は耐陰性とみなせることから、本手法が耐陰性の早期検定法として利用できる可能性
がある。

（育林コストの削減に有効な品種を開発するための技術開発）
下刈りを省略した場合の成長の系統間差異の解明については、

(１)平成１１年度に試験園内に定植したスギ精英樹１５クローン及びヒノキ精英樹１０
家系について、下刈り処理区及び下刈り無処理区の相対照度並びに樹高、根元直径及
び樹冠幅を測定するとともに、調査結果を分析した。

(２)この結果、スギの試験地においては、枯死率にクローン間差が認められなかったが、
成長量には有意差が認められた。また、クローンと下刈り処理の交互作用は有意では
なかった。さらに、下刈り区で成長の良いクローンは、無下刈り区でも成長がよい傾
向が認められたことから、５年次における下刈り区の成長量に基づいてクローンの選
抜が無下刈り区の成長の改良にどの程度の効果を与えるかを試算したところ、無下刈
り区からの直接選抜効果の６０％程度を期待できるとの試算結果を得た。以上から、
下刈りの省力化に資する優良クローンの選抜は、初期成長の結果によって選抜できる
ことが示唆された。

(３)ヒノキの試験地においては、植栽当初に家系間差は認められなかったが、５年次以
降は成長量に有意差が認められ、スギと同様に年次が進むにつれてその差が大きくな
っていく傾向が認められたが、枯死率には有意差は認められなかった。また、いずれ
の形質も、家系と下刈り処理の交互作用は有意ではなかった。

(４)これらの結果から、スギ及びヒノキの下刈り処理の有無による初期成長特性の系統
間の差異を解明することができ、育林コストの削減に有効な品種として下刈り作業を
省力化した施業に適した品種の開発が可能であることが示唆された。この成果は第二
期中期計画における育林コスト削減に有効な品種の選定及び情報提供に活用する。（資
料⑦－９）

（広葉樹の用材生産用の優良品種を開発するための基礎情報の収集）
ケヤキ等の基礎情報の収集については、

(１)関東育種基本区のケヤキの開花・結実の年次変動と気象条件との関係を調査分析
し、前年の６月上旬の平均気温が高いと翌年の着花量が多い傾向にあることを見出し
た。
(２)また、ケヤキの花粉の貯蔵試験では、短期保存の場合は花粉を乾燥後、４℃で３０
日以上保存が可能であること、長期保存においては液体窒素中で２年以上保存が可能
であることを明らかにした。

(３)さらに、ケヤキの造林初期の成長等の系統間の差異については、関西育種基本区と
九州育種基本区に設定した産地試験地の調査結果から、種子の由来が関東、関西及び
九州の産地の間で樹高成長に差が認められた。また、タブノキについては、実生家系
で設定した試験地の調査結果から、家系間に樹高成長の差が認められた。

(４)これらの成果に加えて、さらに基礎情報を蓄積するため、第二期中期計画では成長
量の系統間差等について調査を継続する。（資料⑦－１０）

（抽出成分等を利用する樹種の優良品種を開発するための技術開発）
１．ハゼノキ選抜個体の検定方法の開発については、
(１)選抜個体の果実収量を簡便に評価するため、個体当たりの推定果実収量を個体の果
房数と標準的な３果房重量の積で求め、その値を樹冠の表面積に相当する回転楕円体
の表面積で除して基準化した値を求めることで、異なる大きさの個体間の果実収量の
比較を可能にする手法を開発した。

(２)また、樹冠の中部からサンプルを採取することによって個体の代表値を求めること
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が出来ることを見出すとともに、抽出時間を格段に短縮すること等によって含ロウ率
を効率的に評価する手法を確立した。

(３)これらにより、ハゼノキの優良品種を開発するための果実収量の検定手法を開発す
るとともに、含ロウ率の効率的な評価手法を確立することができ、その成果は、九州
育種基本区で平成１７年度に公表した木ロウ生産に適したハゼノキ品種の開発に活用
した。（資料⑦－１１）

２．ミツマタの倍数体の育成技術の開発については、
(１)コルヒチン処理した四倍体の種子から育苗した個体の中から葉の外部形態の違いに
より八倍体候補個体を選び、これらの中から染色体観察により八倍体を選んだ。次に、
選ばれた八倍体を母樹にして四倍体の花粉を受粉させて交配種子を採取し、その実生
個体の染色体を観察することによって六倍体を選んだ。交配実生苗全体に占める六倍
体の出現率は３．６％であった。また、六倍体の確認ではフローサイトメトリー（生
物の組織を薬品処理して構成細胞をバラバラにした後、蛍光処理をし、処理した細胞
を含む溶液を細い管に通してこれにレーザー光線を当てて、染色体数やＤＮＡ量を測
定する方法）も有効であった。

(２)以上の手順により、ミツマタの六倍体や八倍体の倍数体の育成技術を開発すること
ができ、その成果は、技術情報誌等で一般に公表する。（資料⑦－１２）

（花粉症対策に有効な品種を開発するための技術開発）
１．スギ花粉中のアレルゲンの定量法の確立及びアレルゲン含有量の系統間差異の解明
については、
(１)アレルゲンCry j 2の定量法について、従来、Cry j 2の抽出に使用されていた弱塩
基性抽出溶媒に塩化ナトリウムを加えることによって、Cry j 2の抽出効率が大きく
向上することを見出し、Cry j 2の抽出法を改良した定量法を開発した。これまで、
花粉中のCry j 2含有量はCry j 1の含有量の約１０分の１から５分の１程度と考えら
れていたが、Cry j 2の新しい定量法を適用することによって、Cry j 1と同程度（花
粉１g当たり約４００ µg）含まれていることを明らかにした。

(２)また、開発したCry j 2の定量法を用いて、４箇所のスギ採種園に共通して植栽さ
れている１２クローンを対象に、Cry j 1及びCry j 2の含有量の定量を４年間にわた
って繰り返した。そのデータを分析し、環境、年次の差異を含めて遺伝率を推定した
結果、Cry j 1は ０．１７、Cry j 2は０．２３であった。また、関東育種基本区の
スギ精英樹９９クローンのアレルゲンCry j 1含有量とCry j 2の含有量を定量したデ
ータを分析したところ、クローンによって大きく異なるとともに、両アレルゲンの間
には有意な正の相関が認められた。

(３)これらの結果から、Cry j 1の含有量とCry j 2の含有量には大きなクローン間差が
認められること及び両者がともに少ないクローンを選抜できる可能性があること等を
明らかにすることができ、その成果は、関東育種基本区で平成１７年度に公表したア
レルゲンの少ないスギ品種の開発に活用するとともに、第二期中期計画で実施する関
東育種基本区以外の育種基本区の花粉の少ないスギ等を対象としたアレルゲン含有量
の測定・評価及び情報の提供に活用する。（資料⑦－１３）

２．スギ花粉アレルゲンにおける分子構造の変異に関する研究（科学研究費補助金によ
り実施。研究期間：H17～18年度。）については、スギ花粉の主要アレルゲンのうち、
主に Cry j 1についてアイソフォームの探索を進めた。スギ精英樹２６９クローンを
対象に、ＳＳＣＰ（Single-Strand Conformation Polymorphism）分析により、Cry j 1を
コードする領域における塩基配列の変異を調べた。その結果、アミノ酸配列の異なる
アイソフォームを生産すると考えられたクローンについて、Cry j 1のｍＲＮＡを単
離して塩基配列を明らかにしアイソフォームの発現を確認するため、雄花を採取した。
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３．ヒノキの花粉生産性の系統間差異の解明については、
(１)関東育種基本区の３３４クローンの精英樹を対象に、４年間にわたって５段階の指
数により調査した。その結果、自然着花量、強制着花量ともに顕著なクローン間変異
が認められ、広義の遺伝率は自然着花量で０．２５６、強制着花量では０．３９７で
あった。また、双方の結果の間には有意な順位相関が認められた。なお、４年間の調
査を行った九州育種基本区、２年間の調査を行った関西育種基本区においても同様の
傾向が認められた。

(２)また、強制着花量は自然着花量よりも年次変動が小さく安定しており、ジベレリン
処理を行うことにより、雄花着花性について短期間で信頼性の高い評価ができること
を明らかにした。

(３)これらの結果から、ヒノキの花粉生産性の系統間差異が解明でき、その成果は、第
二期中期計画における花粉の少ないヒノキ品種の開発に活用する。（資料⑦－１４）

４．雄性不稔（無花粉）スギの探索及び雄性不稔スギと成長・材質等の優れたスギ品種
等との人工交雑については、
(１)雄性不稔スギの探索を林木育種センターが保有する雄花が着生した全てのスギを対
象に実施した。平成１７年度末までに、関東育種基本区における「爽春」（平成１７
年１月に品種登録出願）の他、東北、関東、関西の各育種基本区において雄性不稔と
考えられるスギを一個体ずつ見出した。

(２)また、雄性不稔遺伝子をヘテロで保有する個体の探索も兼ねつつ、平成１６年に開
発した雄性不稔スギの「爽春」を母樹とした６０組合せの交配を実施した。

(３)さらに、雄性不稔スギ「爽春」の効率的な増殖法の開発を目的として、当年枝を１
１種類の培地で３ヶ月間培養して最適の培地を見出すとともに、炭酸ガス処理が発根
に有効であることを見出した。

(４)これらの成果は、第二期中期計画における雄性不稔の特性を持つ精英樹等の開発に
向けた交配苗木の育成、雄性不稔遺伝子をヘテロで持つ個体の開発、「爽春」の増殖
に活用する。（資料⑦－１５）

５．スギ花芽・花器官形成遺伝子及び転写制御領域の単離と機構解析に関する研究（科
学研究費補助金により実施。研究期間：H15～16年度。）については、花器官形成遺伝
子としてこれまでに明らかにした雄花特異的に発現するMADS-box遺伝子（シロイヌナ
ズナの遺伝子分析で花器官の制御に関係する一連の遺伝子）Ｍ８に加えて、ＭＡＤＳ
ファミリー相同遺伝子を新たに単離し、雌花特異的に発現している遺伝子であること
を明らかにした。これらはスギの花芽形成において重要な役割を担っていると考えら
れており、遺伝子組換えによる花芽分化の人為的な操作の可能性を示唆するものであ
る。
また、スギMADS-box遺伝子の発現解析と花芽ノックアウトスギの作出に関する研究
（科学研究費補助金により実施。研究期間：H17～18年度。）については、様々な植物
種で単離されている花形成に関係するMADS-box遺伝子の配列情報をもとに、高度に保
存されている領域にＭＡＤＳプライマーを設計し、スギの雄花で発現しているMADS-b
ox遺伝子の単離を試みた。その結果、新規のスギMADS-box遺伝子の一部と考えられる
ＤＮＡ断片の単離に成功した。

（抵抗性品種を開発するために必要な技術開発）
１．マツノザイセンチュウ抵抗性の遺伝様式の解明等については、
(１)同じ組み合わせの人工交配家系に対して３年間にわたって接種検定を行った結果、
生存率の年次間変動は少ないことが明らかになった。また、フルダイアレル（３×３）
の交配家系に対する接種検定の結果から推定した抵抗性の遺伝率は０．５０と非常に
高い値であった。同様に、同じ母樹に抵抗性の異なる個体を交配して得た子供の抵抗
性は、花粉親の抵抗性の高低にしたがって変動した。このことは、クロマツにおける
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マツノザイセンチュウ抵抗性は相加的遺伝分散の寄与が大きいことを示唆する。これ
らの結果は、人工交配によって抵抗性に関係する遺伝子を集積し、抵抗性をより高く
できることを示唆する。

(２)これらの結果から、マツノザイセンチュウ抵抗性の遺伝様式が解明でき、その成果
は、第二期中期計画におけるより抵抗性の高い第二世代抵抗性品種の開発に活用する。
（資料⑦－１６）

(３)また、低コストで抵抗性種苗を供給するシステムの開発を目的として、抵抗性マツ
のさし木試験を行い、諸条件の検討及び種苗生産コストの評価を行った。その結果、
若齢木を剪定し、そこから発生した萌芽枝をさし付ければ発根率が大幅に向上するこ
とを明らかにした。また、さし木発根性に影響する用土、ホルモン処理やさし穂調整
法についての調査を進めた。これらの成果の一部については、特許出願を行った。こ
の成果は、マツ抵抗性品種苗の効率的な生産と苗木の普及に活用できる。なお、この
調査・研究の一部は、先端技術を活用した農林水産研究高度化事業により実施した。
（研究期間：H16～21年度。）（資料⑦－１７）

２．ヒノキ漏脂病の菌の接種による病害の系統間差異の解明については、
(１)接種検定に用いるシステラ菌をＰＤＡ培地や液体培地を用いて効率的に増殖し接種
する方法を開発した。

(２)また、開発した方法で培養した菌を抵抗性候補個体群と対照個体群に接種したとこ
ろ、対照個体群には樹脂流出が見られるものの、抵抗性候補個体群には樹脂流出が認
められなかった。このことから、開発した接種法によってヒノキ漏脂病に対する系統
間の差異を検定できることが示唆され、その成果は、ヒノキ漏脂病抵抗性の検定技術
の開発に活用する。（資料⑦－１８）

３．ヒノキカワモグリガの被害の系統間差異の解明については、関西育種基本区の原種
園において、スギ精英樹クローンのヒノキカワモグリガ被害の調査を４年間継続した。
その結果、ヒノキカワモグリガ被害にクローン間差が認められ、その成果は、ヒノキ
カワモグリガ抵抗性検定技術の開発に活用する。（資料⑦－１９）

４．スギ雪害抵抗性の評価手法の開発と遺伝様式の解明については、
(１)東北育種基本区の検定林の調査データを解析して検討した結果、スギ雪害抵抗性は
１０～１５年次の傾幹幅で表される根元曲がりで評価するのが最適であることを明ら
かにした。

(２)また、抵抗性個体と感受性個体のフルダイアレル交配した家系で設定した検定林の
調査結果から、片親、あるいは両親が感受性個体である交配家系は根元曲がりが顕著
に大きいことを認めた。また、自然交配家系と要因交配した人工交配家系の双方で遺
伝率を検討した結果は、遺伝率が高く花粉親の効果が高いことを示すものであり、こ
のことは育種の効率が高く、増殖には採種園方式が適することを示唆するものであっ
た。
(３)これらの結果から、スギ雪害抵抗性の評価手法の開発及び遺伝様式の解明ができ、
その成果は、次期中期計画における雪害抵抗性品種の開発に活用する。（資料⑦－２
０）

（育種年限の短縮等を図るために必要な技術開発）
１．形質と連鎖したＤＮＡマーカーを含む領域の解明については、アカマツのマツノザ
イセンチュウ抵抗性品種である熊山２５と佐賀関１３２との交配家系についてＡＦＬ
Ｐマーカー（制限酵素により切断した断片の長さの違いによる多型をマーカーにした
もの。）５７８個、マイクロサテライトマーカー１１個、ＳＮＰマーカー（遺伝子上の
１塩基の配列の違いによる多型をマーカーにしたもの）４個のＤＮＡマーカーを用い
て作成した連鎖地図をもとにＱＴＬ解析を行い、熊山２５及び佐賀関１３２ともにマツ
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ノザイセンチュウ抵抗性と連鎖する領域をそれぞれ１箇所ずつ検出した。同様に、幼時
の成長と連鎖する領域について熊山２５において２箇所検出した。これらの成果は第
二期中期計画におけるＤＮＡマーカーの開発等に活用する。（資料⑦－２１）

２．マツＥＳＴデータベースを利用したＳＮＰ探索とＳＮＰマーカーの開発に関する研
究（科学研究費補助金により実施。研究期間：H17～18年度。）については、ＱＴＬ解
析によってマツノザイセンチュウ抵抗性に関与する領域の検出を行う研究の一環とし
て、マツノザイセンチュウ抵抗性クローンに加え、アカマツ・クロマツ共に３個体を
加えた計８個体を供試材料としてＳＮＰ探索を行った。その結果、４０ＥＳＴで計２
０７ＳＮＰを検出した。この他、連鎖地図に位置付ける上で有効と考えられる indel
とＳＳＲについても計２２を検出した。

３．ＤＮＡマーカーによる個体の識別手法の開発については、
(１)スギ精英樹等約１，０００クローンをＲＡＰＤマーカー（調査するＤＮＡをランダ
ムな１０塩基からなるＤＮＡ断片（プライマー）と混合する方法を用いてＤＮＡを増
幅し、電気泳動させて出てくるバンドをマーカーにしたもの。）により識別するととも
に、得られたＤＮＡマーカーの一部をＳＣＡＲマーカー（ＲＡＰＤマーカーとして利
用するバンドについて、その塩基配列の一部を解読し、そのバンドだけを増幅するよ
うにしたマーカー。）とし、マーカーの再現性を向上させた。これらの他、マイクロサ
テライトマーカーについても利用可能であり、高い精度で識別できた。（資料⑦－２２）
(２)ブナの精英樹３８クローンの識別について、マイクロサテライトマーカーを２座用
いることですべて識別できた。
(３)ハゼノキの含ロウ率が高いと期待される優良形質候補木３０クローンをＲＡＰＤマ
ーカーにより識別した。

(４)これらの成果は、第一期中期計画における品種の開発に活用するとともに、第二期
中期計画におけるＤＮＡ分析を用いた研究課題に活用する。

（遺伝子組換えにより新品種を開発する林木育種技術の実用化に必要な技術開発）
１．遺伝子導入に適した不定胚の培養系の開発については、
(１)スギ、ヒノキ、クロマツ、アカマツの精英樹等の未熟種子胚の培養により不定胚形
成能力を有する細胞の塊（エンブリオジェニックカルス）を誘導し、さらに不定胚を経
由して植物体を再生させる培養系を開発した。
(２)また、スギ及びヒノキについては不定胚培養において家系間で難易があることを明ら
かにするとともに、再生した植物体の順化を行った。

２．遺伝子導入技術の開発については、
(１)スギ及びヒノキにおいてアグロバクテリウム法により緑色蛍光タンパク質（ＧＦＰ）
遺伝子をエンブリオジェニックカルスに導入し、不定胚を経て安定的に組換え体を得た。ス
ギについて遺伝子導入の手順は、（資料⑦－２３）のとおりで、ヒノキについてもほぼ
同様の手順である。
(２)クヌギについてはアグロバクテリウム法によりＧＦＰ遺伝子を不定胚に導入し、組換
え体を得た。
(３)導入遺伝子の発現についてはいずれの組換え体においても蛍光実体顕微鏡で確認した。
なお、パーティグルガン法では、遺伝子を打ち込む条件及びその際に用いる培養細胞の
条件については確定したが、導入したＧＦＰ遺伝子の発現の頻度は低かった。
(４)これらの結果、遺伝子導入技術を開発することができ、その成果は、第二期中期計画
において組換え体の作出に活用する。

３．ポプラあて材形成におけるキシログルカンエンドトランスグルコシラーゼ反応の解
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析に関する研究（科学研究費補助金により実施。研究期間：H17～18年度。）について
は、あて材形成時に特異的に発現するＸＥＴのアイソザイム間の変動を解析するとと
もに、形成層から時期別にｍＲＮＡを調製しＰＣＲ分析を行って、その時期的変動を
明らかにした。

４．組換え林木の安全性評価手法の開発に関する研究（農林水産技術会議事務局からの
受託業務。研究期間：H15～17年度。）については、スギの花粉飛散距離を解明するた
め、黄金スギを花粉源とする調査を２年間行った結果、交雑に有効な飛散距離は最大
約５００ｍであった。また、アレロパシー（他感作用ともいい、植物が離れて生活し
ている他種の生物に影響を与える現象）を評価するための手法については、作物で用
いられている方法が有効であることを示した。

（天然林を構成する有用樹種の遺伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するために必要
な技術開発）

１．ミズナラ天然林の遺伝的な構造の解明については、北海道育種基本区のミズナラ９
林分について林況を調査してアイソザイム分析を行ったところ、遺伝的パッチのサイ
ズは１２～４４ｍと推定され、林分の平均胸高直径が大きくなると遺伝的パッチサイ
ズも大きくなる傾向を認めた。また、道内のミズナラ天然林は、葉緑体ＤＮＡの多型
変異から地理的に３つのタイプに区分できることを明らかにした。

２．ミズナラ天然林の交配実態の解明については、ＤＮＡマーカーを用いて成木集団と
その実生集団の遺伝的な多様性と両者の遺伝的な関係を分析した。分析の対象とした
林分における成木集団の遺伝子多様度は高く、実生集団も成木集団とほぼ同程度の遺
伝的多様度を保有していると推測された。４００ｍ×４００ｍの試験林分内の平均花
粉飛散距離は約１００ｍ、母樹当りの花粉親数は４．４と推定されたが、試験林分外
からの花粉混入率が５４％を占めた。したがって、成木間の花粉による遺伝子交流の
範囲は１００ｍ以上であることを明らかにした。

３．これらの成果は、第二期中期計画におけるミズナラ天然林の諸形質の改良手法の開
発のための調査・研究に活用する。（資料⑦－２４）

（効率的な採種園の造成・管理に必要な技術開発）
ミニチュア採種園の花粉動態や種子の自殖率の解明については、

(１) 黄金スギを用いたモデルミニチュア採種園における調査結果から推定した自殖率
は１４％と高かった。しかし、剪定によって一般採種園とそれほど遜色のない５％程
度まで下げることができることが明らかになった。

(２)同じ採種園において母樹別の後代に占める黄金スギ型苗の出現頻度を調査し、花粉
親と母樹との距離が６ｍ離れることで、母樹に対する花粉親としての交配寄与率が無
視できる程に小さくなることを見出した。これにより、狭い範囲に種類の異なった多
くの採種園を造成できることが示唆された。
(３)同様のモデル採種園で後代の遺伝子型をアイソザイム分析で調査し、花粉親の雄花
量が多いほど、花粉親としての交配寄与率が大きくなる結果を得た。これにより、よ
り均等な自然交配を実施するため、クローン配置に雄花着生量を考慮しなければなら
ないことが示唆された。

(４)これらの成果は、ミニチュア採種園造成、管理法の確立に活用している。（資料⑦
－２５）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ２２

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 ２２

計画に沿って、新品種の開発に必要な林木育種技術、天然林を構成する有用樹種の遺
伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するための林木育種技術及び効率的な採種園の造
成・管理技術の開発に必要な調査・分析等を進めることができ、本評価単位の達成割合
が９０％以上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
抵抗性の検定技術などは地道な努力がなされていて、徐々に有効性が出てくるものと

期待している。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑦－１）
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（資料⑦－２）
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（資料⑦－３）
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（資料⑦－４）
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（資料⑦－５）
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（資料⑦－６）
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（資料⑦－７）
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（資料⑦－８）
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（資料⑦－９）
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（資料⑦－１０）
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（資料⑦－１１）
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（資料⑦－１２）
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（資料⑦－１３）
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（資料⑦－１４）



- 55 -

（資料⑦－１５）
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（資料⑦－１６）
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（資料⑦－１７）
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（資料⑦－１８）
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（資料⑦－１９）
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（資料⑦－２０）



- 61 -

（資料⑦－２１）
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（資料⑦－２２）
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（資料⑦－２３）
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（資料⑦－２４）
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（資料⑦－２５）
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 調査及び研究

評価単位 林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発
⑧

この項目では、林木遺伝資源の収集・保存等に必要な林木遺伝資源の収集技術、
分類・同定技術、保存技術及び特性評価技術を開発するための調査・研究を進める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

（収集技術の開発）
１．虫媒花花粉の効率的な収集技術の開発については、
(１)シイ属、ガマズミ属等の虫媒花花粉は、水挿し法では収集することが困難であった
が、有機溶剤のヘキサンで洗い出す方法により容易に収集可能であり、乾燥の後冷蔵
・冷凍することで１～２年間以上保存できることを明らかにした。また、有機溶剤で
収集したシイ属の花粉を用いた人工交配で健全種子が得られ、実生の初期成長への影
響が認められなかったことから、有機溶剤を用いて虫媒花花粉を収集する技術を開発
することができた。

(２)また、これらの成果を取りまとめ、樹木花粉の収集・保存マニュアルを作成した。
この成果は、第二期中期計画における虫媒花花粉の収集に活用する。（資料⑧－１）

２．微細種子の効率的な収集技術の開発については、
(１)ツツジ属、アセビ属等の種子を篩（ふるい）、吸引機及び風選機を用いて精選を行
い、メッシュ幅の異なる篩を組み合わせることにより最も効率的に精選可能であるこ
とを明らかにした。

(２)この成果は、第二期中期計画における微細種子の収集に活用する。（資料⑧－２）

（分類・同定技術の開発）
２．シイ属の種及び個体の識別手法の開発については、
(１)シイ属の分布域を網羅する２５林分から母樹毎に堅果を収集して、スダジイとコジ
イの識別形質である堅果の形状、実生の葉の表皮組織構造等を調査し、これらの形質
の連続的変異の実態を把握した。また、葉の表皮組織構造からスダジイタイプ、中間
の３タイプ及びコジイタイプの計５タイプに判別し、スダジイタイプがスダジイのみ
の分布域で、コジイタイプはコジイの分布域で高い頻度で出現することを明らかにし
た。さらに、中間タイプの実生は両種が重複分布する地域だけでなく、スダジイのみ
が分布する地域においても観察されることから、中間タイプは必ずしも雑種形成によ
るものではなく種内変異の可能性があることを示した。

(２)また、花粉の微細構造については、スダジイタイプとコジイタイプ及び中間タイプ
の個体を対象に観察し、顕著な個体間差があることを見出したが、葉の表皮組織構造
の変異との関連は認められなかった。

(３)さらに、６つのマイクロサテライトマーカーを用いて実生を分析した結果、６２９
個体の９６．３％を識別することができた。また、林分間の遺伝的な違いは大きく、
地理的な傾向があること、この遺伝的な違いはスダジイとコジイの識別形質である葉
の表皮組織構造の違いを反映していることを明らかにした。
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(４)これらの結果から、シイ属について、形態的な判別手法と生化学的な判別手法を組
み合わせて種及び個体を識別する手法を開発することができ、その成果は、第二期中
期計画におけるシイ属の特性評価に活用する。なお、本研究の一部は、昭和聖徳記念
財団学術研究助成金により平成１７年度に実施した。（資料⑧－３）

（生息域内保存技術の開発）
１．森林生物遺伝資源保存林における林木遺伝資源モニタリング手法の開発については、
(１)阿武隈高地森林生物遺伝資源保存林内のアカマツ林、モミ林、広葉樹林にそれぞれ
固定試験地を設定し、３試験地内の各個体の樹種、配置、大きさ、形状（実用形質）
を調査するとともに、目視による着果調査、シードトラップによる種子散布量調査を
行った。各試験地の着果状況は、着果特性の樹種間差、林分構造、個体サイズ構成の
違いに影響されていることを明らかにした。

(２)また、調査データの分析結果と、林野庁の「森林生態系に係る生物遺伝資源の保存
について」（昭和61年10月20日付け林野業一第70号林野庁長官通達）において定めて
いる「林木遺伝資源保存林調査要領」等を基に、「林木遺伝資源モニタリング調査実
施マニュアル」を作成した。この成果は、第二期中期計画における林木遺伝資源保存
林のモニタリング調査に活用する。（資料⑧－４）

２．ブナ、イチイ等の林分の遺伝的構造の解明については、
(１)ブナについては、天然林２箇所（八幡平市：伐採歴あり、栗原市：伐採歴なし）に
調査地を設定し、繁殖可能な個体の立木位置の調査とアイソザイムやＤＮＡの遺伝子
型を調査し、遺伝的構造を分析した。その結果、八幡平市の調査地と栗原市の調査地
の間では、遺伝的多様性では大きな差は見られなかったが、遺伝子の空間分布では、
八幡平市の調査地において、伐採後の保残木による天然下種更新や伐根からの萠芽に
よる更新の影響と考えられる遺伝子の集中分布が認められた。（資料⑧－５）

(２)また、イチイについては、林木遺伝資源保存林１林分を対象に、アイソザイム遺伝
子型と雌雄の個体の配置を調査し、遺伝的構造を分析した。その結果、個体の配置に
おいては、雄個体、雌個体ともほぼランダムに分布しており、遺伝子の空間分布でも
雌雄間に差がなく、また、顕著な遺伝子の集中も認められなかった。（資料⑧－６）

(３)さらに、シラカンバについては、林木遺伝資源保存林１林分を対象に、アイソザイ
ム遺伝子型とＤＮＡ遺伝子型及び個体の配置を調査し、遺伝的構造を分析した。その
結果、成木の遺伝子の空間分布において10m程度の範囲での遺伝子の集中が認められ
た。また、成木集団と実生集団では、遺伝的多様性では大きな差は見られなかったが、
一部の対立遺伝子が実生集団では見られない場合があった。（資料⑧－７）

(４)これらの結果から、樹種や施業の履歴により遺伝的構造が異なることが明らかとな
り、遺伝的構造に配慮して生息域内保存の保存規模を決定する必要性を示すことがで
き、その成果は、ブナ、イチイ及びシラカンバの林木遺伝資源保存林の今後の取り扱
いに活用する。なお、本研究の成果のうち、イチイについては、平成１７年度の北海
道森林管理局知床森林センターでの講演により報告し、イチイ遺伝資源保存に必要な
事項についての提言を行った。

３．遺伝マーカーと数理モデルによる二次林更新過程の解明に関する研究（科学研究費
補助金により実施。研究期間：H16～18年度。）については、伐採跡地に自然成立した
ブナの二次林について、二次林の繁殖成功度、種子散布距離、花粉散布距離を遺伝マ
ーカーによって明らかにした。

（生息域外保存技術の開発）
１．南西諸島・小笠原諸島に自生する林木遺伝資源の増殖技術の開発については、
(１)南西諸島に自生するタイワンオガタマノキ等については、希少・有用樹種を重点と
した２０樹種を対象にさし木試験を実施した。発根促進のためのホルモン処理や炭酸
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ガス処理等の効果を調査し、さし木増殖の難易性を明らかにした。また、有用樹種を
重点とした４３樹種を対象に実生繁殖試験を実施し、とり播きや春播きの違いが発芽
におよぼす影響を調査し、実生繁殖の難易性を明らかにした。これらの成果は、西表
島郷土樹種等林木遺伝資源保存事業に活用するとともに、林木育種センターで作成し
ている「樹木の繁殖法データベース」に反映させた。（資料⑧－８）

(２)また、小笠原諸島に自生するオガサワラグワについては、さし木は非常に困難であ
ったが、つぎ木については、根つぎが適当であることを見出した。また、組織培養に
ついては、シュート増殖の培養条件を確立し、発根培養では炭酸ガスを施用すること
で発根率を大幅に向上させることができた。発根した組織培養苗は、通気性シールを
用いて湿度を調整することで順化が可能であった。この結果、組織培養によるオガサ
ワラグワのクローン増殖技術を開発することができた。（資料⑧－９）

(３)これらの成果は、第一期中期計画における南西諸島の自生種及びオガサワラグワの
増殖・保存に活用し、さらに第二期中期計画においても引き続き活用する。

２．絶滅危惧種であるヤクタネゴヨウの種子生産技術の開発については、
(１)天然林から採穂してつぎ木により増殖したクローン苗木を用いて、実験採種園の設
計・設定を行い、設定後２年で６割程度の個体で着花することを明らかにした。

(２)また、確実な種子生産のためには人工交配が有効であるが、適切な人工交配計画の
策定等に必要なクローンの開花特性の調査、花粉の冷蔵・冷凍保存試験を実験採種園
の採種木等について実施した。その結果、開花特性については開花時期と着花量には
クローン間で差があることがわかり、花粉の保存については、冷凍保存により１年間
保存しても高い発芽率を確保できることを明らかにした。

(３)これらの成果を活用して、人工交配を行った結果、多数の種子を得ることができた。
得られた種子は、天然林における種子に比べて、球果当たりの種子数、種子充実率等、
質・量ともに格段に優れた健全なものであり、これらの種子から生息域外保存のため
の苗木の育成が可能となった。

(４)これらの結果、ヤクタネゴヨウを生息域外保存するために必要な種子生産技術を開
発することができ、その成果は、九州森林管理局が実施しているヤクタネゴヨウの採
種林の造成に活用されるとともに、第二期中期計画におけるヤクタネゴヨウの生息域
外保存に活用する。（資料⑧－１０）

（特性評価技術の開発）
１．ケヤキ及びシイの若齢期における一次特性評価技術の開発については、
(１)生息域外保存している広葉樹の一次特性の特性評価基準を定めるため、落葉広葉樹
のケヤキと常緑広葉樹のシイを対象に、樹形、葉色、枝の分岐性等の一次特性を調査
し、調査データの解析を行った。

(２)若齢期におけるケヤキの一次特性を評価する形質としては、紅葉時の葉色、枝角度、
主幹高／樹高、クローネ幅／樹高、夏季の葉色が適していることを明らかにした。た
だし、主幹高／樹高は個体サイズとの相関が認められるため、個体サイズが異なる場
合には、その取り扱いに注意が必要であると考えられた。

(３)また、若齢期におけるシイの一次特性を評価する形質としては、枝角度、枝の太さ、
幹曲がり、個葉の面積、葉の色が適していることを明らかにした。ただし、枝の太さ
は個体サイズとの相関が認められるため、個体サイズが異なる場合には、その取り扱
いに注意が必要であると考えられた。

(４)これらの成果を基に、ケヤキとシイについての一次特性の調査項目と評価基準を定
め、林木遺伝資源特性評価要領を改訂し、充実させた。この成果は、第二期中期計画
におけるケヤキ及びシイの特性評価に活用する。（資料⑧－１１）

２．東日本のケヤキ林分間の遺伝変異の差異の解明については、
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(１)東日本地域のケヤキ１０林分について、アイソザイム分析を行い、遺伝子型情報を
用いた遺伝的多様性と林分間の遺伝変異の差異について評価した。全１０林分の遺伝
子多様度は、0.267～0.402の範囲であり、他樹種の報告に比べて高いこと、集団間の
遺伝的分化の程度を示す指標である遺伝子分化係数は0.064であり、日本の主要樹種
と同程度であること、遺伝的多様性を示すパラメータは、緯度経度と相関がなく、遺
伝的変異の地理的傾向は認められないことが明らかとなった。

(２)また、同じ１０林分を対象に、枝下高、幹曲がり等の実用形質の変異の調査を行っ
た結果、調査対象としたすべての形質について、地理的傾向は認められなかった。

(３)これらの結果から、東日本地域のケヤキ林分の遺伝的多様性の差異が明らかとなり、
生息域内保存林の設定のための情報を収集することができた。この成果は、第二期中
期計画において実施する西日本のケヤキ林分についての調査・研究の成果と合わせる
ことでケヤキ全体の地理的変異を明らかにし、生息域内保存に活用する。（資料⑧－
１２）

３．サクラバハンノキ等の希少樹種の遺伝的多様性の評価技術の開発については、
(１)サクラバハンノキの９集団についてアイソザイム分析を行った結果、全９集団の遺
伝子多様度は、0.129～0.252の範囲であり、他樹種の報告と同程度であること、集団
間の遺伝的分化の程度を示す指標である遺伝子分化係数は0.153であり、他樹種のア
イソザイム分析の報告に比べて高く、北に位置する集団ほど遺伝的多様性が低いこと
を明らかにした。（資料⑧－１３）

(２)また、ハナノキについて、新たに３つのＤＮＡマーカーを開発し、このマーカーを
用いてハナノキの９集団を分析した結果、遺伝子多様度が0.179～0.231の範囲である
ことを明らかにした。また、遺伝子多様度は集団のサイズとは相関がないこと、遺伝
子多様度や遺伝距離を基に解析した集団間の遺伝的分化には地理的な傾向が認められ
ないことを明らかにした。（資料⑧－１４）

(３)これらの結果、両樹種のアイソザイムやＤＮＡマーカーを利用した遺伝的多様性の
評価技術を開発でき、分析手法等については評価マニュアルにまとめて公表した。こ
れらの成果は、サクラバハンノキとハナノキの保存に活用するとともに、第二期中期
計画における希少樹種（トガサワラ）の遺伝的多様性の評価に活用する。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ９

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 ９

計画に沿って、林木遺伝資源の収集技術、分類・同定技術、生息域内保存技術、生息
域外保存技術及び特性評価技術の開発に必要な調査・分析等を進めることができ、本評
価単位の達成割合が９０％以上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
真に技術開発が必要なものと、萌芽的な研究とを明確に分けて実施する必要がある。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑧－１）

A：有機溶剤を用いた花粉の洗い出し

B：濾紙を用いた花粉の捕集

C：濾紙上に残った花粉

D：人工発芽培地上での花粉の発芽

（資料⑧－２）

a：25メッシュ／インチの篩に捕らえられたも

の

b：25メッシュ／インチの篩を通過し45メッシ

ュ／インチの篩に捕らえられたもの

c：45メッシュ／インチの篩を通過し60メッシ

ュ／インチの篩に捕らえられたもの

d：60メッシュ／インチまでの全部の篩を通過

したもの。

写真の横棒はいずれも１mm。写真aとdは夾雑

物、写真bとcが種子である。

有機溶剤を用いた虫媒花花粉の収集

篩を用いた微細種子の精選
ふるい
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（資料⑧－３）

シイノキ２５林分間の遺伝的分化をマイクロサテライトマーカーを用いて解析した結
果、３つのクラスターと６つのサブクラスターに分けられた。これらのクラスターには地
理的な遺伝構造が観察され、林分間の遺伝的分化は、スダジイとコジイの識別形質である
葉の表皮組織構造の違いを反映していた。

マイクロサテライトマーカーを用いたシイノキ林の遺伝的分化
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（資料⑧－４）

ホームページに公開したモニタリングマニュアル
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（資料⑧－５）

栗原市 八幡平市

Pl 66.7 55.6

Na 3.6 3.7

Ne 1.3 1.3

He 0.19 0.17

（資料⑧－６）
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図-1 栗原市の調査地におけるMoran'sI 図-2 八幡平市の調査地におけるMoran'sI

イチイ林木遺伝資源保存林の遺伝的構造の解明

ブナ天然林の遺伝的構造の解明

表-1 宮城県栗原市と岩手県八幡平市の両試験地における遺伝的多様性の比較

Pl：多型な遺伝子座の割合、Na：1遺伝子座当たりの対立遺伝子数、Ne：有効な対立遺

伝子数、He：遺伝子多様度

① 遺伝的多様性を示す各種の指標について、両試験地の間

には大きな差は見られない。

② 伐採履歴のない栗原市の調査地では、Moran's Iの値は小さく、遺伝子の集中は見られないが、伐採

履歴がある八幡平市の調査地では、約20mの範囲内において顕著な集中が見られる対立遺伝子がある

（図中の矢印）。

（m)

図-2 ｱｲｿｻﾞｲﾑ遺伝子７対立遺伝子と平均のMoran'sIの値

（雌雄の個体間のみの組み合わせを対象として算出）

① いくつかの遺伝子では特定の距離の範囲で集

中して分布する場合がある（図中の矢印）。

② しかし、全遺伝子でみると、平均Moran’s I

の値が全距離階級を通してほぼ0であることか

ら、顕著な集中構造は見られない。

平均

① ♂：♀＝116：105で、χ
2
検定の結果、性

比は1：1。

② SND統計量を用いて解析した結果、♂はラ

ンダム分布、♀は個体間距離が10mの範囲で

集中分布。

図-1 雌雄の個体の分布

(m)

50m

（北海道芦別市）
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（資料⑧－７）

① 多様性を示す指標は、成木と

実生では大きな差は見られな

い。

② 多くの対立遺伝子では、成木と実生で遺伝子頻度に大きな

差がないが、一部の対立遺伝子（例えば○印の３つの対立遺

伝子）が実生では見られないことがある。

図-2 成木と実生(注)におけるDNA遺伝子座BP7,BP10,BP13の対立遺伝子頻度

シラカンバ林木遺伝資源保存林の遺伝的構造の解明

（注）実生は、林木遺伝資源保存林内から採取した種子を播種して得たものである。

図-1 成木と実生(注)の遺伝的多様性

Na:1遺伝子座当たりの対立遺伝子数

Ne:1遺伝子座当たりの有効な対立遺伝子数

He:遺伝子多様度
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（資料⑧－８）

(注）「春播」「秋播」の区別の表示がないものは、

すべて春播を表す。

南西諸島自生種のさし木・実生増殖の難易性
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（資料⑧－９）

組織培養による増殖

つぎ木による

増殖

枝を良く洗浄した後

ＭＳ培地で増殖

高濃度CO２処理

による

発根促進

根つぎによる増殖

小笠原での順化

オガサワラグワの組織培養等によるクローン増殖技術の開発
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（資料⑧－１０）

ヤクタネゴヨウの種子生産技術の開発

写真-1 つぎ木によるクローン増殖

実験採種園の設計と造成

写真-2 人工交配の実施 写真-3 花粉の冷凍・冷蔵保存技術の開発

（保存した花粉の発芽試験）

→１年以上保存が可能

①採種木の着花特性調査

クローン間で開花期に違いがあり、また、

雌花・雄花を着けるクローン、雌花のみ、

雄花のみを着けるクローン等があった。

→開花特性を考慮した採種園の設計及び改

良が可能となった。

→ 以上により、ヤクタネゴヨウにおける採穂から種子生産までの技術を開発

図-1 平成１７年における保存個体の着花状況

図-2 人工交配種子と天然林での自然受粉種子の比較

②種子の特性調査

球果当たりの種子数は、人工交配の場合、

天然林での自然受粉の場合の 6～ 8倍。

充実種子の割合は、人工交配の場合、天

然林での自然受粉の場合の 2～ 2.5 倍。

球果当たりの充実種子数では、人工交配

の場合、天然林での自然受粉の場合の 10

～ 20 倍であった。

→人工交配で得られる種子は、天然林の種

子に比べて、質・量とも格段に優れた健全

なものであった。

0
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45

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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球
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当
た
り
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(粒
)

しいな等

充実種子

Ａ：人工交配（地域間） Ｂ：人工交配（地域内）
Ｃ：自然受粉（屋久島H13年） Ｄ：自然受粉（屋久島H14年）
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（資料⑧－１１）

表－１ 調査地別ケヤキ諸形質の反復率及び特性評価への適合性

表－２ 調査地別シイ諸形質の反復率及び特性評価への適合性

※特性評価への適合性の判断基準

反復率及び遺伝率が0.1以上を示すものを特性評価に利用できる形質とした。

ただし、個体サイズとの相関が高い形質については同齢個体間のみで比較を行うのが望ましい。

凡例：○・・・特性評価が可能

△・・・同齢個体間での比較が可能

×・・・特性評価には適さない

若齢期における一次特性評価項目の検討
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（資料⑧－１２）

図－１ 調査対象集団の位置図

図－２ 林分の緯度と遺伝子多様度との関係

表 林分別及び全体の形態的な特性の平均値

注）林分名の記号は、図－１参照

東日本におけるケヤキの林分間変異
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（資料⑧－１３）

図－１ 調査対象集団の位置図

図－２ 集団の緯度と遺伝子多様度との関係

注）図中の R
2
は決定係数

サクラバハンノキの遺伝的多様性の評価

R2 = 0.673
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（資料⑧－１４）

図－１ 調査対象集団の位置図

図－２ 集団の緯度と遺伝子多様度との関係

ハナノキの遺伝的多様性の評価
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 調査及び研究

評価単位 海外協力のための林木育種技術の開発
⑨

この項目では、熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術協力のために必要な熱
帯産等早生樹種等のクローン化技術、若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術等を開発
するための調査・研究を進める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

（熱帯産等早生樹種の育種技術の体系化）
(１)熱帯産等の早生樹種に共通する林木育種技術全般の体系化を図り、その成果をもと
に本論及び個別技術編３編（発芽試験編、クローン増殖編及び樹型誘導編）からなる
熱帯産等早生樹の育種マニュアルを作成した。（資料⑨－１）これらのマニュアルは、
主に海外植林に従事する技術者や独立行政法人国際協力機構(ＪＩＣＡ)等を通じて熱
帯地域等の森林・林業プロジェクト等へ派遣される専門家等に早生樹種の林木育種の
概要を理解するために利用され、技術協力の効果的な実施に資することが期待される。

(２)また、育種技術による国際貢献のより積極的な展開を図るため、①マレーシア・サ
バ州森林開発公社と本邦産学官共同でアカシア属ハイブリッド開発に向けた協定、②
国際林業研究機関（ＣＩＦＯＲ）のネットワーク参画等に関する協定、③インドネシ
ア共和国林業省との間でＪＩＣＡを通じて実施したプロジェクトにおける当センター
の技術協力成果をふまえた長期的協力関係の継続・発展のための協定を締結し、海外
関係機関とのネットワーク構築に向けた新たな取り組みを開始した。

（品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発）
１．アカシア属等のクローン化技術の開発については、
(１)アカシアマンギウム、アカシアアウリカリホルミス、ユーカリウロフィラ及びユー
カリグランディスの４樹種について３種類のクローン増殖方法（さし木、つぎ木及び
とり木）で試験を行った。その結果、成功率は異なるもののすべての樹種及びすべて
の方法でクローン増殖に成功した。特にアカシアマンギウムの野外でのつぎ木増殖は、
過去に成功例の報告がないものである。また、樹種や方法によって増殖適期に違いが
あることがわかった。さらに、すべての樹種及びすべての方法で、増殖の成功率は供
試材料の産地や系統間の差が大きいことも明らかとなった。

(２)これらの成果については、育種マニュアルの個別技術編にまとめた。今後、適切な
増殖手法選択の観点から、海外技術協力の効果的な実施に資することが期待されると
ともに、第二期中期計画おけるアカシア属の採種（穂）園の管理技術及び交配技術の
開発に活用する。（資料⑨－２）

２．アカシア属等の若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術の開発については、
(１)アカシアマンギウムの採種木における枝の発達状況の調査を行った。剪定の強弱に
よる樹冠幅の差は剪定後１年で消失すること、剪定の強弱によらず樹冠幅に対する剪
定の効果は最低２年間は維持されることが明らかとなった。また、鉢植えのアカシア
マンギウム及びアカシアアウリカリホルミスに植物ホルモン３種類、各３濃度水準の
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処理を行った結果、樹種によって反応は異なるものの、両樹種共に枝の伸長を抑制す
る作用を示す処理があることが明らかになった。これらのことから、採種園の樹型誘
導や維持に剪定や植物ホルモンが有効なことがわかった。さらに、採穂木については、
アカシアアウリカリホルミスは剪定を繰り返すことで発生する萌芽枝の枝径が細くな
ると共に、萌芽枝の数が増え、さし木増殖に適したものになることが明らかになった。

(２)これらの成果については、育種マニュアルの個別技術編にまとめた。今後、採種（穂）
園の造成、管理等の観点から、海外技術協力の効果的な実施に資することが期待され
ると共に、第二期中期計画おけるアカシア属の採種(穂)園の管理技術の開発に活用す
る。（資料⑨－３）

３．アカシア属等の種子の保存可能期間の解明については、
(１)アカシア属等の１１樹種２２系統の種子について、保存条件を変えた発芽試験を行
い保存試験開始３年後までの結果が得られた。開発途上国でも可能な簡易な方法での
貯蔵方法を明らかにするため、温度設定は亜熱帯の常温条件及び家庭用冷蔵庫を想定
した冷蔵条件（温度設定５℃）とした。両条件において発芽率が低下しなかったもの
は、アカシア属、パラセリアンティス属等の１０系統、亜熱帯の常温条件でのみ発芽
率が低下したものは、ユーカリ属等の８系統、両条件とも発芽率が低下したものは、
アカシアマンギウム、ユーカリサリグナ等の３系統であった。また冷蔵条件でのみ発
芽率が低下したものはなかった。アカシア属は両条件とも発芽率が低下しなかった系
統が多かったが、ユーカリ属は亜熱帯の常温条件でのみ発芽率が低下した系統が多か
った。以上のことから、アカシア属は常温でも３年程度の貯蔵が可能であること、ユ
ーカリ属等については、家庭用冷蔵庫でも種子の貯蔵に有効なことが示唆された。

(２)これらの成果については、育種マニュアルの個別技術編にまとめた。今後、種子の
調達、保存等の観点から、海外技術協力の効果的な実施に資することが期待される。
（資料⑨－４）

４．また、平成１６年度から重点課題として取り組んだ「アカシア属の人工交配のため
の基礎的技術の確立」の成果については、評価単位②「業務対象の重点化」の評価シ
ートの（資料②－１）に記載したとおりである。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ４

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 ４

計画に沿って、熱帯産等早生樹種の林木育種技術の体系化を図り育種マニュアルを作
成するとともに、アカシア属等のクローン化技術、採種（穂）園の整枝・剪定技術等の
基礎的な林木育種技術を開発することができ、本評価単位の達成割合が９０％以上であ
ることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
熱帯樹の育種技術の開発等に積極的に取り組んだこと、及び海外機関との協定締結な

ど積極的な対応に転換して努力したことは評価できる。今後の成果に期待したい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑨－１）

＜本 論＞ ＜個別技術編＞

はじめに

Ⅰ 林木育種の概要とその理論的背景

§１ 集団選抜育種法の概要

１－１ 優良候補木の選抜の概要

１－２ 優良候補木の検定

１－３ 次世代化の概要および効果 Ⅰ 発芽試験編
１－４ 林木育種における育種集団と生産集団の役割

１－５ 林木育種における遺伝資源の役割 発芽試験に必要な用具や発

§２ その他の育種手法の概要 芽試験の手順、発芽率の求め

２－１ 交雑育種法 方等を解説

２－２ 栄養系分離法

２－２－１ 実生選抜

２－２－２ 栄養系選抜

Ⅱ 熱帯産等早生樹種の育種の進め方

§１ 育種計画の作成

１－１ 育種目標の決定

１－２ 育種目標の決定に関わる林業経営上の留意点

１－３ 育種目標の決定に関わる育種技術上の留意点

§２ 優良候補木の選抜

２－１ 系統（家系やクローン等）の明らかな試験地からの選抜 Ⅱ クローン増殖編
２－２ 家系等が明らかでない既存林分からの選抜

§３ 採種園・採穂園の造成と運営管理方法 熱帯産早生樹に共通なクロ

３－１ 採種園 ーン増殖の方法を、さし木、

３－１－１ 実生採種園 つぎ木及びとり木に分けて解

３－１－２ クローン採種園 説

３－２ 採穂園

§４ 優良候補木の検定

４－１ 実生での検定

４－２ クローンでの検定

§５ 次世代化

５－１ 育種集団の次世代化

５－１－１ 優良候補木を用いた次世代化

５－１－２ 優良木を用いた次世代化

５－１－３ 次世代集団の個体数 Ⅲ 樹型誘導編
５－２ 生産集団の活用

Ⅲ 熱帯産等早生樹種の育種の事例 採種園及び採穂園に適した

１ インドネシア林木育種計画プロジェクト 樹型に誘導する方法を解説

２ ウルグアイ林木育種計画プロジェクト

３ マレーシア・サバ州

４ ベトナム

５ 中国のポプラ

熱帯産等早生樹の育種マニュアル（本論）の目次及び個別技術編の内容
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（資料⑨－２）

表 クローン増殖方法別の増殖試験結果のまとめ

図 アカシアマンギウムの産地によるさし木発根性の違い

PNG産（パプアニューギニア産の７系統各３個体）とQLD産（オーストラリアク
イーンズランド州産の８系統各３個体）の発根性を５段階評価した。

アカシア属等のクローン化技術の開発
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（資料⑨－３）

図－１ アカシアマンギウムにおける剪定強度別の樹冠径の時系列変化（開芯型樹型）
図中のエラーバーは、標準偏差を示す

図－２ アカシアアウリカリホルミスにおける萌芽本数と枝径との関係

アカシア属の若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術の開発



- 87 -

（資料⑨－４）

表－１ 樹種別系統別の発芽率の推移

凡例）Ｕ検定、５％水準で、○：有意な低下なし、▼：有意な低下あり、－：不実行

表－２ 貯蔵条件ごとの発芽率の関係

注）表中の数字は、それぞれの条件での系統数を示す

アカシア属等の種子の保存可能期間の解明

1年後 2年後 3年後 1年後 2年後 3年後

92746 ○ ○ ▼ ○ ○ ○

94765 ○ ○ ○ ○ ○ ○

93718 ○ － ○ ○ － ○

93719 ○ ○ ○ ○ ○ －

92743 ○ － ○ ○ － ○

94751 ○ ○ ○ ○ ○ ○

00028 ○ ○ ▼ ○ ▼ ▼

92752 ○ ▼ ▼ ○ ○ ○

94705 ○ ○ ○ ○ － ○

5
Eucalyptus globulus
subsp. maidenii
ユーカリマイデニー

02001 ○ ○ ○ ○ ○ ○

93890 ○ ○ ▼ ○ ○ ○

93893 ○ ○ ▼ ○ ○ ○

94742 ○ ○ ▼ ○ ○ ○

92754 ○ ▼ ▼ ○ ○ ○

94730 ○ ○ ▼ ○ ○ ○

94731 ○ ▼ ▼ ○ ○ ▼

01002 ○ ○ ▼ ○ ○ ○

01004 ▼ ○ ▼ ▼ ○ ▼

9
Melaleuca leucadendra
カユプチ

01003 ○ ○ ○ ○ ▼ ○

10
Melaleuca viridiflora
ニアウリ

01005 ○ ○ ○ ○ ○ ○

92748 ○ ▼ ○ ○ ○ ○

92715 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6
Eucalyptus grandis
ユーカリグランディス

西表常温 冷蔵庫（５℃）
No. 種名 系統番号

8
Melaleuca cajuputi
カユプチ

11
Paraserianthes
falcataria
モルッカネム

7
Eucalyptus saligna
ユーカリサリグナ

1
Acacia auriculiformis
アカシアアウリカリホルミス

2
Acacia crassicarpa
アカシアクラッシカルパ

3
Acacia mangium
アカシアマンギウム

4
Eucalyptus globulus
ユーカリグロブルス
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 講習及び指導

評価単位 講習及び指導

⑩

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等を通じて新品種等の利

用が促進されるよう、採種（穂）園の改良技術等の林木育種技術についての指導や

講習会の開催を行う。

また、海外研修員に対する技術指導や専門家の派遣等を行う。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

（都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導）
１．都道府県等からの要請等に応じて、採種（穂）園の造成・改良や管理方法（新たに
開発を進めているミニチュア採種園方式による採種園の造成・管理方法を含む。）、マ
ツノザイセンチュウ等の抵抗性育種方法、苗木の生産・管理等について、①各育種基
本区ごとに開催される林木育種推進地区協議会等の会議における指導８０回（出席者
２，０３２人）、②都道府県等を対象にした講習会の開催９１回（出席者１，５１３
人）、③現地（巡回）指導２１５回、④文書での指導２０５回、⑤来所（場）者への
指導１９７回（対象者１，３５１人）を実施した。（資料⑩－１）

２．また、講習会については、都道府県の林木育種事業の実施状況や要望等を踏まえて
課題を設定するとともに、都道府県が参加しやすくするため、同一課題について、育
種基本区内を複数のブロックに分けて開催した。

３．さらに、これまでに講習会等で使用してきた教材について、都道府県の担当者等へ
の配布も念頭におきつつ分野別の整理を進め、その一部（苗木生産部門）に関してテ
キストを作成した。

（海外の林木育種に関する技術指導）
１．海外等からの研修員の受入れについては、中国、インドネシア、カンボジア等海外
６０カ国・地域の計４１１人及び国内の派遣予定者等４６人を受け入れ、それぞれの
目的等に応じたプログラムにより技術指導を行った。なお、この他、西表熱帯林育種
技術園等において、国内の大学、研究機関等からの研修員等の受入を行った。

２．海外への専門家派遣等については、５年間で長期専門家５名、短期専門家３６名及
び調査団員等１１名の派遣を行うとともに、林木育種プロジェクトの技術分野専門家
への技術支援を行った。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
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達成×１＋半分以上達成×０．５ ２
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ２
計画に沿って、都道府県等に対する講習・指導及び海外の林木育種に関する技術指導

を実施することができ、本評価単位の達成割合が９０％以上であることから、「ａ」と
評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑩－１）

（参考）本所・育種場別の講習・指導の実施状況
（単位：回数）

区分＼本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

会議での指導 ９ １５ ２１ ６ ２９ ８０

講習会 １４ ２ ４５ ４ ２６ ９１

現地（巡回）指導 ４１ ３９ ７３ ３５ ２７ ２１５

文書での指導 ５０ １１ １２７ １４ ３ ２０５

来所（場）者への ２５ １３ ８９ １３ ５７ １９７
指導
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 行政、学会等への協力

評価単位 行政、学会等への協力

⑪

この項目では、国や都道府県等からの要請に応じて、各種委員会等へ林木育種の
専門家として参画するとともに、関連学会の活動への協力を行う。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．林木育種の専門家として、国、都道府県、独立行政法人、公益法人等からの要請に

応じて、以下の委員会等に参画した。

参画した主な委員会等

「技術開発委員会」（各森林管理局）、「緑の回廊設定委員会」（関東森林管理局）、

「ヒメバラモミ保護管理調査事業検討委員会」（中部森林管理局）、「那須街道ア

カマツ風景林整備検討会」（塩那森林管理署）、「日本学術会議育種学研究連絡委

員会」（総務省）、「林業用種苗需給調整協議会」（都道府県）、「ナナカマド種苗特

性分類調査検討委員会」（北海道）、森林・林業プロジェクト国内委員会（独立行

政法人国際協力機構）、「全国山林苗畑品評会」（全国山林種苗協同組合連合会）、

「樹木医研修カリキュラム検討委員会」（（財）日本緑化センター）等

２．また、関連学会の活動に関しては、以下のとおり、評議員、役員、機関誌の編集委

員等として参画・協力を行った。

協力した主な関連学会等

日本森林学会（評議員会、役員会、機関誌の編集委員会）、日本育種学会（機関

誌の編集委員会）、日本花粉学会（評議員会）、東北森林科学会（理事会、機関誌

の編集委員会）、国際森林研究機関連合（IUFRO）（国際研究集会の組織委員会）

等

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
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達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、林木育種の専門家として、各種委員会、協議会、学会等への参画・協
力を行うことができたことから、具体的指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価
単位の自己評価は、達成割合が９０％以上となることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート１

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中期目標中項目 成果の広報・普及の推進

評価単位 成果の広報・普及の推進

⑫

この項目では、開発した新品種等の成果の普及を図るため、マスメディア等を通
じた公表、ホームページや技術情報誌等への掲載、パンフレットの作成・配布等を
進める。

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．マスメディア等を通じた公表
新たに開発した品種や林木育種技術、林木遺伝資源の保存や里帰り等の主要な業務

の成果についてのプレスリリースを４３回行い、広く一般国民等に公表した。また、
それらに伴うマスコミ等の取材要請に対しては適時適切に対応し、当センターの業務
内容や成果等についての情報提供等を積極的に行った。
特に、平成１６年度に開発した雄性不稔スギ（無花粉スギ）については、社会的な

関心が極めて高いことを踏まえて、適時に農林水産省及び林野庁等においてプレスリ
リースを行うとともに、公表後速やかにホームページに掲載し、さらに広報誌、技術
情報誌等に掲載して関係機関等へ配布した。この結果、マスコミ等から大きな反響が
あり、新聞、雑誌等への記事掲載２８件、テレビやラジオのニュース等での放映・放
送１８回がなされ、このための取材等に積極的に対応した。

２．ホームページの充実
センター本所の他、全ての育種場においてホームページを開設するとともに、管理

運営体制、更新手続き等を定めた運営要領を作成し、掲載内容の充実等に努めた。具
体的には、「よくある質問と答え（ＦＡＱ）」コーナー等の新設、熱帯・亜熱帯産樹種
の育種技術を含む海外協力関係の文献データベースの掲載、ホームページ内検索機能
の追加等を行うとともに、掲載記事の更新を１７３回行った。これらの結果、中期目
標期間最終年度のホームページへのアクセス件数は約３万８千件で、初年度（平成１
３年度、約１万１千件）に比べて約３．５倍に増加した。なお、５年間のアクセス件
数の累計は、約１４万２千件であった。

３．パンフレット等の作成・配布
開発した新品種や林木育種技術の普及を図るため、①３種類の技術情報誌を３９回、

②本所及び各育種場の広報誌を７０回、③年報及び研究報告を毎事業年度、それぞれ
発行し、関係機関等へ配布した。また、花粉症対策品種、マツノザイセンチュウ抵抗
性品種、林木遺伝子銀行１１０番、林木遺伝資源の配布、ＣＤ－ＲＯＭ版精英樹特性
表等についてパンフレットや利用マニュアルを作成し、関係機関等へ配布した。
また、これまで新品種等の育種種穂の配布を担う都道府県を経由して行ってきた新

品種等の利用者である森林所有者や林業関係者等への情報提供にも直接取り組むこと
とし、これらの者が購読している団体の機関誌へ開発した新品種に関する記事を投稿
し、２誌（「緑化と苗木」（全国山林種苗協同組合連合会発行）、「林経協月報」（(社)



- 94 -

日本林業経営者協会発行））に掲載された。さらに、都道府県における花粉の少ない
スギ品種等の採種（穂）園の造成状況や育種種苗の生産状況等について調査を行い、
結果を取りまとめて広報誌に掲載し、種苗生産者や林業経営者等へ直接郵送した。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、業務成果の普及を図るための各種広報活動に取り組むことができたこ
とから、具体的指標の自己評価は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成
割合が９０％以上となることに加えて、中期目標期間全般を通じて、適時的確なプレス
リリース、ホームページの内容の充実、３種類の技術情報誌、広報誌、新品種等のパン
フレットの着実な発行と関係機関への配布、さらには、新品種等の利用者である森林所
有者等に向けての情報提供等の多様な取り組みを積極的に行ったことから、「ａ＋」と
評定した。

評価委員会の意見等

よく取り組んでいるが、もっと積極性が必要である。内部誌ばかりでなく、外部メデ

ィアを使うことを検討してほしい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート２

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（共通評価単位用）

中期目標大項目 財務内容の改善に関する事項

中期目標中項目

評価単位 経費（業務経費及び一般管理費）節減に係る取り組み。（支出の削減につい

⑬ ての具体的方針及び実績等）

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．光熱水料や土地・建物借料等の間接的経費、固定的経費を中心に、毎事業年度、き

め細かな節減対策を検討し、実行可能なものについて直ちに取り組んだ。また、事業

等の実行に係る直接的経費については、優先順位等を勘案しながら、より効率的・効

果的な執行が図られるよう努めた。

２．具体的には、以下のような経費節減のための取り組みを行った。

（１）間接的経費：電力契約、電話契約の変更、郵便物発送日の限定化、電子メール使

用の励行等

（２）固定的経費：借地面積の縮減、借地契約内容の見直し、庁舎清掃契約の見直し（日

数、時間の短縮）、年報発行の一本化、自動車保有台数の縮減等

（３）直接的経費：保存園等管理委託業務の内容の見直し（下刈り回数の削減）、現場

作業機械のレンタル、調査等出張時の連携（出張回数、人数の圧縮）、

精英樹特性表のＣＤ－ＲＯＭ化等

３．各事業年度の経費節減実績額（人件費等を除く運営費交付金実行額の前年度からの

節減額）は、以下のとおり。

項 目 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７

運営費交付金実行額（人 761,066 729,905 722,286 711,750 680,281
件費等を除く。）（千円） 725,349※

経費節減額（千円） 31,161 7,619 13,599 31,469

（注）運営費交付金実行額の平成１５年度の下段の数値（※印）は、平成１５年度の新規予算増
分(3,063千円)を加えたのもので、平成１６年度の経費節減額の計算に当たっては、当該金
額を基準としている。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
間接的経費、固定的経費を中心に、細かなものも含めて種々の経費節減に取り組み、

削減実績を上げることができたことから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
細かなものまで節減に努めており、評価できる。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート２

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（共通評価単位用）

中期目標大項目 財務内容の改善に関する事項

中期目標中項目

評価単位 受託収入、競争的資金及び自己収入増加に係る取り組み。（受託収入、競争

⑭ 的資金及び自己収入の増加についての具体的方針及び実績等）

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．受託収入については、国等からの調査・研究業務委託の要請に積極的に応じた結果、

５件の業務受託を行い、計約４９，１５９千円の収入を得た。

年度 １３ １４ １５ １６ １７ 計
受託業務数 1 1 4 5 4 5※

受託収入額（千円） 866 1,740 18,375 15,625 12,553 49,159
（注）「受託業務数」の計欄（※印）については、期間が複数年にわたる受託業務は１件として集計した。

２．競争的資金については、平成１５年度に、理事をキャップとする「競争的資金等拡

大対策委員会」を設置し、応募する研究課題等の掘り起こしや関係機関との連携模索

等を積極的に行った。この結果、研究課題等への応募件数を大幅に増加（平成１３、

１４年度計１５件→平成１６、１７年度計５９件、３．９倍）させ、かつ、毎事業年

度着実に増加させることができた。このうち、採択され実行した課題数は１１課題で、

それらの研究費は計１３，０７２千円（センターの収入に計上されない科学研究費補

助金を含む。）となった。

年度 １３ １４ １５ １６ １７ 計
応募件数 1 14 20 28 31 94
実行課題数 0 0 2 4 6 11※

研究費（千円） 0 0 2,272 2,200 8,600 13,072
（注）「実行課題数」の計欄（※印）については、期間が複数年にわたる課題は１件として集計した。

３．自己収入については、新品種等の原種や林木遺伝資源の配布等により、計７，８８

０千円の収入を得た。

年度 １３ １４ １５ １６ １７ 計
自己収入額（千円） 1,559 1,717 1,373 1,386 1,845 7,880

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
計画に沿って外部資金の獲得に努め、受託収入、競争的資金、自己収入とも実績を上

げることができたことから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
競争的資金への応募については努力しているが、採択率向上の取り組みも積極的にさ

れたい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート２

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（共通評価単位用）

中期目標大項目 財務内容の改善に関する事項

中期目標中項目

評価単位 法人運営における資金の配分状況。（人件費、事業費、一般管理費等法人全

⑮ 体の資金配分方針及び実績、関連する業務の状況、予算決定方式等）

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．法人全体の資金の配分（支出予算の各育種場及び本所各課への配賦）に当たっては、

人件費、業務経費及び一般管理費に区分し、さらに業務経費については、林木新品種

開発経費、林木遺伝資源経費及び海外技術協力経費に区分するとともに、人件費を除

き、それぞれの区分ごとに業務内容ごとの必要額を積み上げて配分を行った。

２．具体的には、毎事業年度の１月～２月に、各育種場及び本所各課において、次年度

の事業及び調査・研究のための予算区分ごと業務内容ごとの経費（物件費、役務費、

旅費別掲）及びそれにより期待できる成果・効果を明記した予算要望調書を作成し、

これをもとに本所においてヒアリングを行うとともに、各事業年度の年度計画の業務

内容や予算執行の効率性・有効性を考慮して調整等を行った上で、経費を決定し配分

した。

また、配分した予算の執行状況を四半期ごとに本所各課・各育種場別に把握し「事

業等科目別予算執行状況総括表」に取りまとめ、これらをもとに業務の進行状況等に

応じて、年度途中での予算調整を行った。

３．さらに、平成１６年度からは、業務の効率的な実施や経費節減等を一層推進する一

方で、社会的なニーズ等を勘案して早急に実施することが必要な業務を「重点課題」

として位置づけ、重点的な資金配分を行った。重点課題名及び資金の重点配分額の実

績は、評価単位「業務対象の重点化」の自己評価シートに記載したとおりである。

４．これらの資金配分によって業務を実行した結果、中期計画の全ての項目及び重点課

題において、計画に沿った成果を上げることができた。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
資金配分の結果として、各事業年度とも業務の実績が十分に確保され、その結果、中

期計画の全ての計画項目において「達成」と評定できたことから、効果的な資金配分が
十分できたと判断し、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート２

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（共通評価単位用）

中期目標大項目 （その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項）

中期目標中項目 （施設及び設備に関する計画）

評価単位 中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度における
⑯ 改修・整備前後の業務運営の改善の成果

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．中期計画に定めた以下の施設・設備について、計画どおり整備を行った。

年度 整備内容 実行額（千円）

１３ 西表熱帯林育種技術園研究等施設の新築 １３２，００８

１４ 林木遺伝資源研究等施設の新築（本所） １３１，７９７

１５ 関西育種場庁舎の新築 １２９，９９１

１６ 東北育種場庁舎の新築 １３１，７０９

１７ 組換え体栽培等施設の新築（本所） １２４，３８６

２．これらの施設整備による業務運営の改善については、以下のとおりの成果が得られ
た。

（１）西表熱帯林育種技術園研究等施設については、①講義室、②実験室、③展示ホー
ル、④執務室等の整備により、①室内実習、座学を取り入れた系統的な技術指導、
②恒温器や顕微鏡を用いる室内での実験・観察、③技術園や海外協力業務のＰＲ、
④実験園や苗畑の効率的な管理等が可能となった。

（２）林木遺伝資源研究等施設については、実験室及び調査・研究機器の整備により、
効率的な花粉の精選、林木遺伝資源の生理特性の測定等、ジーンバンク事業や関連
する調査・研究の質的向上を図ることが可能となった。

（３）関西育種場及び東北育種場の庁舎については、いずれも昭和３３年建築の老朽化

した庁舎に代わって新築されたことにより、職員の執務環境の改善、冷暖房費の節
減、育種場の業務や国産材利用のＰＲ等が可能となった。

（４）組換え体栽培等施設については、隔離ほ場及び特定網室の整備により、遺伝子組

換えの手法を用いて新品種を開発する林木育種技術の実用化に不可欠な屋外の自然
条件下等での組換え体の生育特性、導入遺伝子の安定性、植栽地の環境への影響等
の調査・解明が可能となった。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
計画に沿って研究等施設や育種場庁舎の新築を行い、業務運営の改善の成果を得るこ

とが可能となったことから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
計画どおりの施設整備が進み、業務環境の充実が図られたと考える。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート１

独立行政法人林木育種センター

中期目標期間(H13～17年度) 評価シート（評価単位用）

中期目標大項目 （その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項）

中期目標中項目 （職員の人事に関する計画）

評価単位 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

⑰

具体的指標（中期計画）に係る実行状況

１．職員の人事については、業務運営の効率化、業務の質の向上等の観点から、平成１
３年度以降、庶務的業務の事務処理方法の改善等により、庶務部門の一般職員を削減
する一方、事業部門の一般職員及び研究職員については中期計画に定めた事業及び調
査研究の課題を確実に達成できるよう、職員の退職等の状況を踏まえた新規採用等に
よる要員の確保や業務実態に応じた要員の配置に努めた。

２．具体的には、庶務的業務については、会計システム、給与システム等の導入による
会計、給与等の事務の本所での集中処理化、職員による提案制度を活用した事務処理
の改善等に取り組むことによって効率化を図り、これにより（資料⑰－１）のとおり、
計画期間中に庶務部門の一般職員を７名削減した。
また、一般職員については、経験を積んだ職員の定年退職による減少が続く中で、

若手職員の多いセンター採用職員だけでは係長等への配置ができない状況となってお
り、これに対処し、林野庁及び森林総合研究所との人事交流による適任者の受入・確
保に努めるとともに、計画的な新規採用（国家公務員Ⅱ種及びⅢ種試験合格者）を行
うことなどによって円滑な業務運営の確保ができるよう取り組んだ。
特に、事業部門については、検定林の調査、開発品種及び遺伝資源の保存・管理、

原種の生産・配布、関係都道府県等への指導等の業務を担っていることから、係長等
については優先して配置するなどによって事業実行体制の維持に努めた。
研究職員については、中期計画に定めた遺伝子組換え技術、ＤＮＡ分析技術等の先

端技術を活用した育種年限の短縮等のための技術開発に取り組むため、これを担当す
る関連分野について高度な知識を有する者の確保等を図ることとし、新規採用（国家
公務員Ⅰ種試験合格者及び公募による選考採用）により中期計画期間中に５名の増員
を行った。

３．これらにより職員全体では、１７年度期末に１４６．５人となり、中期計画におけ
る期末の職員数の目安１４８人を下回った。
なお、中期計画作成時点での１３年度期首の職員数の見込数１５３人（１２年度期

末の職員数）に対しては、１７年度末は６．５人の減少となった。

４．職員研修については、毎年度、研修計画を定め、業務研修、技術研修等を実施し、
加えて若手職員については、オン・ザ・ジョブ・トレーニングとして所属する係の枠
を越えて検定林調査、林木遺伝資源の収集、保存等の現場業務へ参画させ、知識や技
術の習得を図った。
具体的には、業務研修については、担当者の業務の習熟状況等を勘案の上、業務の

内容、実行方法等の周知徹底を図ることとして、会計システム、林木遺伝資源の収集
・保存等を内容として、また、技術研修については入庁５年目までの若手職員を対象
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にして、無性繁殖技術、採穂園の管理技術など現場技術の実習を主体とした内容で実
施した。（資料⑰－２）
加えて、農林水産省、人事院等が主催する新採用研修、管理監督者研修、係員研修

等については、該当者は極力受講させることとして対応した。（資料⑰－３）
さらに、研究職員については、若手研究職員を主体に研鑽を促進するため、事業・

研究成果発表会の開催、関連する研究論文の紹介を行うなどの勉強会、関係機関との
共同研究への参画、海外を含む学会への発表、研究集会への参加による研究者との交
流促進などに積極的に取り組んだ。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

職員について業務運営に沿った適切な配置に努めたことから、具体的指標の自己評価
を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％以上であることか
ら、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

・ 業務実態に応じた要員の配置に努めたことは評価できる。

・ 今後は、若手職員の資質の向上を図り、センターが担うべき役割の達成に努めてい

ただきたい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑰－１）

人員の配置状況（期首／期末）

（単位：人）

12年度
区分＼本所・育種場 本所 北海道 東北 関西 九州 計

末（参考）

庶務部門
12 3 4 4 4 27

29 12 2 2 2 2 20

一般職

事業部門
28 9 13 13 9 72

75 27 8 13 14 10 72

2 1 - - 1 4
技術専門職員

4 2 1 - - 1 4

研 究 職
22 5 6 6 6(2) 45(2)

45 27 5 6 6 6(1) 50(1)

再 任 用 職 員
- - - - - -

- - 0.5 - - - 0.5

(2) (2)

合 計
64 18 23 23 20 148

(1) (1)
153 68 16.5 21 22 19 146.5

（注）１ 期首は１３．４．１現在の職員数。

２ 期末は１８．３．３１現在の職員数。なお、３月３１日付けでの退職者は職員

数に含め、３月３１日付けでの他機関からの復帰者は職員数に含めていない。

３ 再任用職員については、週２０時間勤務であるため、１人当たり０．５人と換

算。

４ 派遣職員は（ ）書きで内書き。
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（資料⑰－２）
部 内 研 修 の 実 施 状 況

採用研修 業務研修 技術研修

研 新規採用職員を対象として林 職務遂行に必要な各般の知識を習得させ、併せて 採用後５年目までの職員に対し職務遂行のため必
修 木育種についての基礎知識を習 業務運営能力の向上を図る。 要な育種技術等の知識を幅広く習得させ、併せて資
の 得させることにより職員として 質等の向上を図る。
目 の自覚を促す。
的

13～17年度 13年度(林木遺伝資源に関する研修) 14年度(林木育種技術に関する研修)
・センターの運営 ・ジーンバンク事業の概論 ・育種技術概論
・林木育種の概要 ・林木遺伝資源の探索・収集業務 ・次代検定林データ入力
・林木遺伝資源の概要 ・林木遺伝資源収集・増殖の実務実習 ・次代検定林データ解析と育種集団林の造成
・海外技術協力の概要 ・生殖質保存の実務実習等 ・抵抗性育種の理論と実績
・倫理・服務・安全衛生 ・採穂園の管理等
・育種成果の普及概要等 14年度(会計に関する研修)

研 ・独立行政法人の会計
修 ・財務諸表の概要 15 年度(林木の育種・遺伝資源増殖技術に関する研
内 ・会計システム処理（事業予算執行管理等） 修)
容 ・無性繁殖技術実習（

・基本的な遺伝資源特性調査の基礎実習
各 15年度(林木遺伝資源に関する研修) ・遺伝資源特性調査統計処理実習
研 ・遺伝資源探索箇所リスト作成実習と発表 ・採穂園等管理実習等
修 ・ケヤキの探索・野帳記入実習
と ・林木遺伝資源探索収集実習 16 年度(林木の育種・遺伝資源収集保存技術に関す
も ・ボーガンを使った収集技術実習 る研修)
１ ・荒穂保管と管理実習等 ・無花粉スギの開発
回 ・材質・抵抗性育種における検定法
／ ・次代検定林データ入力
年 ・次代検定林の解析と育種集団林の造成
実 16年度(会計に関する研修) ・採穂園の設計と管理
施 ・会計総論 ・林木遺伝資源の収集・保存・増殖実習）

・物品管理 ・穂木の収集・保存・増殖実習等
・会計システム
・旅費システム等 17 年度(林木の育種・遺伝資源特性調査技術等に関

する研修)
・採穂園等の管理技術概要

17年度(林木遺伝資源に関する研修) ・無性繁殖技術実習
・林木遺伝資源探索収集計画の作成 ・基本的な遺伝資源特性調査の基礎実習
・林木遺伝資源特性評価要領 ・特性調査統計処理実習
・高度な林木遺伝資源特性評価実習 ・英文でのコミニュケーション
・林木遺伝資源特性調査実習等 ・育種技術の現状等

農林水産省等が実施する研修への参加状況

研修の名称 １３ １４ １５ １６ １７

新採用研修(Ⅰ～Ⅲ種) ○ ○ ○ ○ ○

Ⅱ種研修後期 ○ ○

幹部研修 ○ ○ ○

管理監督者研修 ○

課長補佐研修 ○ ○

係長研修 ○ ○

係員研修 ○ ○ ○ ○ ○

森林技術政策研修 ○ ○ ○

情報システム等研修 ○ ○ ○

知的財産権研修 ○



- 103 -

中期目標期間に係る大項目の評価

大項目 第２ 業務運営の効率化に関する事項

評定 評価単位

ａ 業務の効率化

ａ 業務対象の重点化

ａ 関係機関との連携

達成割合 a+又は a(３×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

３

評定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ

大項目 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

評定 評価単位

ａ＋ 林木の新品種の開発

ａ＋ 林木遺伝資源の収集・保存

ａ 種苗の生産及び配布

ａ 新品種の開発等のための林木育種技術の開発

ａ 林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発

ａ 海外協力のための林木育種技術の開発

ａ 講習及び指導

ａ 行政、学会等への協力

ａ 成果の広報・普及の推進

達成割合 a+又は a(９×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

９

評定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ
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大項目 第４ 財務内容の改善に関する事項

評定 評価単位

ａ 経費節減に係る取り組み

ａ 受託収入等の増加に係る取り組み

ａ 法人運営における資金の配分状況

達成割合 a+又は a(３×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

３

評定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ

大項目 (その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項)

評定 評価単位

ａ 施設及び設備の改修・整備前後の改善効果に関する計画

ａ 職員の人事に関する計画

達成割合 a+又は a(２×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

２

評定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ
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中期目標期間に係る総合評価

評定 評価単位

ａ ①業務の効率化

ａ ②業務対象の重点化

ａ ③関係機関との連携

ａ＋ ④林木の新品種の開発

ａ＋ ⑤林木遺伝資源の収集・保存

ａ ⑥種苗の生産及び配布

ａ ⑦新品種の開発等のための林木育種技術の開発

ａ ⑧林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発

ａ ⑨海外協力のための林木育種技術の開発

ａ ⑩講習及び指導

ａ ⑪行政、学会等への協力

ａ ⑫成果の広報・普及の推進

ａ ⑬経費節減に係る取り組み

ａ ⑭受託収入等の増加に係る取り組み

ａ ⑮法人運営における資金の配分状況

ａ ⑯施設及び設備の改修・整備前後の改善効果

ａ ⑰職員の人事に関する計画

達成割合 a+又は a(17×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

１７

評定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ


